
地域保健福祉推進協議会                          

第１回健康あだち２１専門部会報告資料 
 
 

件 名  「東京女子医科大学附属足立医療センター探検ツアー」の実施について 

所管部課  衛生部 衛生管理課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容 

 東京女子医科大学附属足立医療センター（以下、足立医療センター）との連携

事業について、小学生に加え、今回、新たに中学生も対象とした夏休み体験企画

「足立医療センター探検ツアー」を足立医療センターと共催で、以下のとおり 

開催する。 

 

１ 目的、内容 

（１）普段は入る機会の少ない三次救急医療機関である大学病院内の救命救急 

センターや手術室を実際に探検（見学）し、医療現場や医療職の仕事につい

て学ぶ。 

（２）当該企画を機に子ども達が医療職への興味を持ち、将来の職業を考える 

うえでの選択肢の一つとしてもらう。 

 

２ 場 所 

  足立医療センター（江北四丁目３３番１号） 

 

３ 日時、対象、定員 

日 時 対 象 定 員 周 知 

８/７(金) 

１４～１６時 

区内在住・在学の小学 

４～６年生と保護者 

１０組 ※ 抽選 

(１組２名まで) 区広報 6/25号 

区ホームページ 

区ＳＮＳ など 

拡充 

８/２１(金) 

１４～１６時 

区内在住・在学の中学 

１～３年生 
１０人 ※ 抽選 

 

４ 参 考 

  令和７年度の開催結果 

（１）日 時 

８/２２日(金) １４～１６時３０分 

（２）対 象 

区内在住・在学の小学４～６年生と保護者(１組２名) 

（３）申込及び参加状況 

定 員 申込者数 参加者(抽選) 

１０組 

(２０名) 

１２３組 

（２４６名） 

１１組 

(２１名) ※１ 

  ※１ 申込多数のため足立医療センターに協力いただき、急遽１２組とし

たが、当日、参加者１組から発熱による欠席の連絡があり、１１組  

２１名での実施となった。 

資料１ 
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地域保健福祉推進協議会                          

第１回健康あだち２１専門部会報告資料 
 
 

件 名 
 「足立区第３期データヘルス計画」及び「第４期特定健康診査等実

施計画」の中間評価について 

所管部課  衛生部 データヘルス推進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容 

 令和８年度は「足立区第３期データヘルス計画」及び「第４期特定健康診

査等実施計画」（計画期間：令和６年度～令和１１年度）の中間年度のため、

これまでの実績を踏まえた評価を実施する。 

ついては、評価方法やスケジュール等について、以下のとおり報告する。 

 

１ 評価方法 

（１）進捗状況の評価 

特定健診受診率や生活習慣病有病率など評価指標の達成状況を分析

する。 

（２）事業の見直し 

効果が高い事業の強化や課題が見られる事業の改善・再構築を図る。 

（３）指標や目標値の再設定 

達成状況を反映した目標値の上方・下方修正を実施するとともに、事

業内容の変更に応じた指標の追加や廃止を行う。 

 

２ 中間評価のスケジュール（予定） 

令和８年１０月 指標達成状況の分析終了 

１１月 事業の改善・再構築、目標値の修正・指標の追加等 

１２月 計画改定案作成 

令和９年 １月 パブリックコメントの実施 

２月 パブリックコメント結果の公表・計画案への反映 

３月 計画改定の決定 

 

３ 今後の方針 

（１）東京都や東京都国民健康保険団体連合会と連携を図りながら中間評価

作業を進めていく。 

（２）健康課題を区内保健センター等の関係部署と共有し、エビデンスに基

づく地域の健康づくり活動を促進する。 

 

 

 

資料２ 
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地域保健福祉推進協議会                          

第１回健康あだち２１専門部会報告資料 
 
 

件 名 

 「足立区糖尿病対策アクションプラン２」および「足立区歯科口腔

保健推進計画」に基づく令和７年度事業実施結果（概要）及び令和８

年度の主な取り組みについて 

所管部課  衛生部 データヘルス推進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容 

１ 令和７年度の事業実績 

（１）子どものむし歯・歯周病の状況 

ア むし歯がない子どもの割合の推移【３歳児・小学１年生】 

むし歯のない 3 歳児および小学 1 年生の割合は年々増加している。

特別区との差をみると、3 歳児は 0.8 ポイント（令和 6 年度時点）と

縮小しているが、小学 1 年生は前年度より 0.5 ポイント拡大し、5.7

ポイント差となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 乳歯にむし歯がない子どもの割合【年少児・年中児･年長児】 

乳歯にむし歯がない子どもの割合は、全年齢において前年度よりも

増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 

0．8 ㌽差 

5．7 ㌽差 

1．6 ㌽差 

5．9 ㌽差 

出典:東京の歯科保健 
   東京都学校保健統計書 
   足立区 3歳児歯科健診結果 
   足立区学校歯科健診結果 

※ 特別区 R7 都未公表 

出典:あだちっ子歯科健診結果 

乳歯にむし歯がない子どもの割合 
【年少児（4 歳）～年長児（6 歳）】 

むし歯がない子どもの割合（R3～R7 年度） 
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ウ ６歳臼歯(永久歯)にむし歯がない児童の割合【小学３年生】 

６歳臼歯にむし歯がない児童は９５.１％と、前年度より０.２ポイ

ント微増した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 歯肉に所見がない児童・生徒の割合【小学４年生・中学１年生】 

令和７年度は、歯肉に所見がない中学１年生の割合が２.１ポイン

ト増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）保育施設、幼稚園、小中学校と連携した取り組み 

ア 「６歳臼歯健康教室」実施施設数 

生え始めの永久歯(６歳臼歯)のむし歯予防のため、年長児・小学１

年生を対象に、区歯科衛生士が「６歳臼歯健康教室」を実施している。

令和７年度は、区立小学校全校で、歯みがき実習および歯によいおや

つの学習を実施した。 

<実施施設数および実施率> 

 

 

 

 

 

 

年度 教育・保育施設 小学校 

R5 183園 90.1% 67校 100% 

R6 183園 90.1% 66校 98.5% 

R7 185園 92.5% 67校 100％ 

出典:足立区学校歯科健診データ 

10人に約 1人が 

むし歯あり 

20人に約 1人が 

むし歯あり 

出典:東京都学校保健統計書 

※認証保育所は除く 
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イ 「こきざみの技・体験教室」実施校数 ＊令和４年度開始 

「１２歳臼歯」と「歯肉」を守るため、小学５年生・中学１年生を

対象に「こきざみの技・体験教室」を実施している。令和７年度は、

中学１年生での実施が３校増加した。 

<実施校数および実施率> 

 

 

 

 

 

ウ 年少児から給食後の歯みがきを実施する割合(教育･保育施設) 

私立幼稚園は２.２ポイント、私立保育園は６.３ポイント増加して

いる。 

. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 令和８年度の主な取り組みについて 

（１）「フッ化物塗布事業」への２歳６か月児（モデル事業）の追加 

永久歯のむし歯予防を目的として６歳児に実施している「フッ化物塗

布事業」に、２歳６か月児（モデル事業）を追加し、乳歯のむし歯予防

および低年齢期からの定期的な歯科チェックの受診を推進する。また、

区オンライン申請システムを活用したアンケート調査を行い、未受診の

理由や受診者の満足度を把握し、受診率向上につなげる。 

（２）教育・保育施設、小中学校と連携した歯科口腔保健の推進 

ア 「６歳臼歯健康教室」における「食べたら歯みがき習慣」の定着 

健全な６歳臼歯の育成を目指し、むし歯になりやすい「奥歯」の対

策を強化する。年長児は「奥歯みがきと歯によいおやつ」、小学１年

生は「朝・夜の歯みがきと歯によいおやつ」をテーマに「歯みがきチ

ャレンジカード」に取り組み、「食べたら歯みがき習慣」の定着を目

指す。 

年度 小学５年生 中学 1年生 

R5 30校 44.8% 5校 14.3% 

R6 25校 37.3% 12校 34.3% 

R7 23校 34.3% 15校 42.9% 

区立園は 100% 

実施に戻っている 

 

【出典】令和７年度 あだちっ子歯科健診実施結果報告書 
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イ 「こきざみの技・体験教室」の充実と自律的な歯の健康づくりの支援 

児童・生徒の「自ら、１２歳臼歯・歯周病を予防する力」を育成す

るため、正しい知識の啓発と歯みがき体験をセットに、小学５年生お

よび中学１年生を対象に「こきざみの技・体験教室」を実施する。特

に、理解度や技術力が高く、着実に成果につながる中学１年生の実施

校数の増加を目指す。 

ウ よい姿勢でよく噛んで食べる習慣づくりの推進 

「グー・ペタ・ピン・カムカムカード」等の教材を小学校に配布し、

給食時に「最初のひとくちをよい姿勢で噛む」５日間チャレンジに取

り組むことで、児童の「よい姿勢でよく噛んで食べる習慣」の定着を

目指す。 
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地域保健福祉推進協議会                          

第１回健康あだち２１専門部会報告資料 
 

件 名 
「元気な職場づくり応援事業（健康経営）」の新規支援事業所決定及び支

援満了事業所における取組と成果について 

所管部課  衛生部 こころとからだの健康づくり課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容 

「元気な職場づくり応援事業（健康経営）」について、新たな支援事業所の決定

と、令和８年３月３１日で支援満了となった５事業所におけるこれまでの取組及

び成果等を報告する。 

【元気な職場づくり応援事業とは】 

従業員の健康づくりに主体的に取り組む意欲のある足立区内中小事業所を区 

が選定し、同事業所が抱える健康課題の改善に向けて、区保健師や管理栄養士 

等が身体面及び精神面の支援を行う事業。 

 

 

１ 新規支援事業所の選定 

（１）応募事業所数  

   ７事業所 

（２）選定事業所数 

   ５事業所 

（３）選定事業所及び担当保健センター 

№ 事業所名 所在地 業種 
従業 
員数 

担当 
保健ｾﾝﾀｰ等 

１ 
株式会社 
東貨流通 

平野２丁目 運送業 92名 中央本町 

２ 
すばる交通株式会社 
北千住営業所 

千住旭町 運送業 150名 江北 

３ 
株式会社 
匠保険事務所 

竹の塚２丁目 保険業 14名 竹の塚 

４ 
佐々木ケアサービス 
株式会社 

足立４丁目 介護事業 68名 東部 

５ 
城北ヤクルト販売 
株式会社 

千住宮元町 卸売業・小売業 66名 江北 

 ※申込順 

年度 内容 

令和元 １事業所でモデル事業として実施 

令和２ ４事業所を加えて実施［支援期間は令和４年度末まで］ 

令和３ 新型コロナウイルス感染拡大防止のため新規募集を中止 

令和４ 新規５事業所を選定 ［支援期間は最大で令和７年度末まで］ 

令和５ 新規３事業所を選定 ［支援期間は最大で令和８年度末まで］ 

令和６ 新規３事業所を選定 ［支援期間は最大で令和９年度末まで］ 

令和７ 新規５事業所を選定 ［支援期間は最大で令和１０年度末まで］ 

資料４ 
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（４）選定内容 

   以下のとおり、事業所から提出された「元気な職場づくり応援事業申込書」 

等により書類審査を行った。 

  ア 書類審査日 

    令和８年３月１７日（火） 

イ 選定委員 

    区職員７名（衛生部長、こころとからだの健康づくり課長、中央本町地 

域・保健総合支援課長及び各保健センター長） 

  ウ 審査の視点（審査項目） 

  （ア）健康経営の実現可能性が高いか。 

  （イ）協働及び協創の取り組みが期待できるか。 

  （ウ）事業実施後、区内他事業所への波及効果が期待できるか。 

  エ 審査の際の主な意見 

  （ア）選定事業所は、区の健康経営講演会等への参加の他、経済産業省の「健 

康経営優良法人」認定を目指す事業所もあるなど意欲の高さが伺え、健 

康経営の実現可能性が高いと評価できる。 

（イ）ホームページ等での情報発信力があり、食育月間等、既に衛生部の事 

業周知に協力をいただいている事業所もあるなど、区内他事業所への波 

及効果が期待できる。 

（５）支援期間 

   令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで 

※ ２回まで支援延長可能（最大で令和１０年度まで支援可能） 

（６）認定証交付式 

  ア 実施日 

    令和８年８月６日（木） 

  イ 内容 

    新たに認定された５事業所への認定証交付 

 

２ 支援満了事業所における取組及び成果 

（１）対象事業所及び担当保健センター 

№ 事業所名 所在地 業種 従業 
員数 

担当 
保健ｾﾝﾀｰ等 

１ 株式会社 seeDNA 竹の塚３丁目 専門ｻｰﾋﾞｽ業 
（遺伝子検査） 19名 竹の塚 

２ 沼田光器株式会社 江北２丁目 製造業 23名 江北 

３ 特別養護老人ホーム 
プレミア扇 扇１丁目 介護事業 85名 中央本町 

４ 無印良品 
ルミネ北千住 千住旭町 小売業 51名 千住 

５ 株式会社 
横引シャッター 綾瀬６丁目 製造業 28名 東部 
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（２）期間 

   令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで 

（３）５事業所への支援内容及び成果 

   支援内容及び、支援前の令和５年度（令和５年６月）と支援経過後の令和 

７年度（令和７年１２月）に５事業所で実施した「仕事と健康に関するアン 

ケート」※回答結果から見える成果などは、以下のとおり。 

※ 健康状況や生活習慣等について年１回従業員を対象に実施するアンケ 

ート調査 

ア 支援内容 

（ア）「仕事と健康に関するアンケート」や健康診断結果等の分析による健 

康課題の共有・助言 

  （イ）血圧、体組成、推定野菜摂取量等の測定会や健康講座の実施 

  （ウ）希望事業所に対し、「健康経営アドバイザー研修」受講費用を助成 

  イ 成果 

    以下のとおり主観的健康観の改善やワーク・エンゲージメント等の向上 

が見られたほか、事業所によっては体調不良により休暇を取得する社員割 

合の減少などの成果が見られた。 

（ア）主観的健康観の改善 

     自身の健康状況に関する質問に対し、「良い」「まあよい」と答えた人 

の割合が５．９ポイント増加した。 

 

 

 

 

 

（ 

 

 

（イ）ワーク・エンゲージメントや職場の一体感の向上 

「仕事をしていると活力がみなぎるように感じる」「現在の職場はお 

互いに理解し認め合っている」という質問に対し、「そうだ」「まあそう 

だ」と答えた人の割合がそれぞれ６．９ポイント、７．９ポイント増加 

した。 
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３ 今後の予定及び方針  

（１）新規支援５事業所 

担当の各保健センター等が、事業主等と定期的な面談を行いながら、健康 

課題の改善に向けて従業員の身体面・精神面の支援を行っていく。 

（２）支援継続６事業所（令和６年度及び７年度から支援開始の事業所） 

   毎年実施している「健康と仕事に関するアンケート」の調査結果や健診結 

果データ等を活用しながら、各事業所が主体的に健康経営に取り組めるよう 

支援を行っていく。 

（３）その他 

  ア 今年度より、希望する支援事業所を対象に「調理体験型健康づくり講座」

を実施。区管理栄養士が支援事業所を訪問し、調理実演を交えた講座を開

催することにより、従業員の食生活改善に繋げる。 

※ 令和７年１１月に支援満了事業所１社を対象にモデル実施。講座参加 

後のアンケート回答者の８割が「参考になった」と回答。 

  イ 支援事業所の成功事例を区ホームページや健康経営講演会等で紹介する 

とともに、企業が集まる機会を捉え、アウトリーチによる周知を積極的に 

展開する。 
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地域保健福祉推進協議会                          

第１回健康あだち２１専門部会報告資料 
 
 

件 名 
 「足立区糖尿病対策アクションプラン２」に基づく令和７年度事業

実施結果（概要）及び令和８年度の主な取り組みについて 

所管部課  衛生部 こころとからだの健康づくり課、データヘルス推進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容 

 「足立区糖尿病対策アクションプラン２」の基本方針に基づき、令和７年

度に行った主な事業の実施結果（概要）及び令和８年度の主な取り組み等に

ついて報告する。 

 

１ これまでの糖尿病対策の全体的な成果 

（１）一人当たりの糖尿病医療費 

一人当たりの糖尿病医療費（足立区国保）は、糖尿病対策開始前の平 

成２４年５月は２３区で最も高かったが、対策を進めたことにより、令 

和３年及び４年の５月は高い方から７番目、令和６年５月においても高 

い方から４番目となっている。 

（２）合併症リスクが高まるヘモグロビン A1c 値 7％以上の区民割合の抑制 

高齢になるとヘモグロビン A1c 値は上昇傾向になるが、高齢化が進む 

中で、合併症リスクが高まるとされるヘモグロビン A1c 値 7％以上の区 

民割合※は、ここ数年ほぼ横ばいに抑えられている。 

  ※ 足立区国保 40～74 歳の特定健診受診者のうちヘモグロビン A1c 値 

7％以上の者 

ヘモグロビン A1c 値 7％以上の区民（足立区国保特定健診受診者）の 

割合の推移 

 
 

（３）主観的健康観 

コロナ禍が明けた令和５年度以降、「自分は健康である」と感じている 

区民の割合は年を追うごとに増え、令和７年度は 66.8％で令和６年度よ 

り 2.3 ポイント増加している。 

資料５ 

R7 年度：R8 年 5 月 7 日現在の暫定値 

(％) 

Administrator
タイプライターテキスト
11



２ 野菜を食べやすい環境づくり 

（１）令和７年度事業実施結果 

  ア 区民の推定野菜摂取量 

    区が 11月に実施した「簡易型自記式食事歴法質問票（BDHQ）による 

食習慣調査」によると、推定野菜摂取量は 213ｇで平成 26年度から横 

ばいが続いている（国の推奨は 350ｇ）。国は減少傾向の中、足立区は 

ほぼ横ばい。結果、女性は国の値を上回りつつある。 

※ 調査対象者は 20歳以上 60歳未満の男女 1,000人（性別・年代別 

無作為抽出）。回答者は 435人。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 国：国民健康・栄養調査より（令和 2・3 年度は未実施） 

イ 野菜摂取量の見える化による健康行動を促す取り組み 

    ベジチェック（推定野菜摂取量を測定できる機器）を活用し、区イ 

ベントや働き世代が集まるショッピングモール等での啓発を実施し

た。 

【アンケート回答者数 R6:6,847人→R7:6,751人】 

  ウ あだちベジタベライフ協力店 

ベジ・ファーストメニューや野菜たっぷりメニュー等を提供する店

舗数…1,032店舗（令和８年３月末時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

【女性】 【男性】 

R7(n＝189） R7(n＝232） 

男性 女性 

目標値である 900以上を維持 

（参考：飲食店等の約 15％） 
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エ 「カラダにも、お財布にも、やさしい料理教室」の開催 

    足立福祉事務所と連携し、個別の事情に合った啓発活動として、就 

労支援を行っている「ジョブサポートあだち」にて、２回制の出張料 

理教室を２回開催した。 

【参加人数 43人（延べ）】 

（２）令和８年度の主な取り組み 

  ア ベジタベライフ協力店 

（ア）新規開拓と質の向上 

新規開拓に力を入れるとともに、既登録店舗の掲示物等のメンテ 

ナンスを行っていく。 

【目標：新規登録 100店舗、メンテナンス 190店舗】 

（イ）ターゲットを絞ったベジタベライフ協力店との連携の取り組み 

新規 

区の食習慣調査の分析結果等を踏まえ、特に働きかけが必要な 

ターゲットを絞ったうえで、ベジタベライフ協力店と連携した取り 

組みを展開する。 

令和８年度は、外食頻度が高く野菜摂取量が少ない男性をター 

ゲットとした「推し麺×ベジ」を６月の食育月間に実施し、外食し 

ている男性も自ずと野菜摂取が増える環境をつくる。 

イ 「気づき」から健康行動に繋げるための動機づけを強化 

食育月間や糖尿病月間、健康経営を通じて、積極的に働き世代が集 

まる場に出向き、ベジチェック（推定野菜摂取量を測定できる機器） 

を活用し、糖尿病リスクの啓発を行っていく。 

【目標：測定実施 6,600人】 

 

３ 子ども・家庭の望ましい生活習慣の定着 

（１）令和７年度事業実施結果 

ア 幼稚園・保育園、小学校等における取り組み 

給食時の取り組みに加え、子ども・家庭への啓発として、家庭で取 

り組める「おうちでもひと口目は野菜からチャレンジシート」を幼稚 

園・保育園、小学校、図書館等で実施した。 

【R6:300箇所→R7:265箇所】 

   ※ 「子どもの健康・生活実態調査」では、家庭で食事を野菜から食 

べている子どもの割合は 28.1％（R7 小２）で、調査開始当初（H27  

小１：11.5％）と比べて２倍以上の割合に増加している。 
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家庭で食事を野菜から食べている子どもの割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 幼稚園や学童保育室等における取り組み 

    野菜クイズ動画を活用した啓発や、幼稚園や学童保育室等で出張栄 

養教室を実施した。 

【出張栄養教室 R6:71回→R7:74回】 

  ウ 子どもの歯・口腔の健康の取り組み 

（ア）むし歯がない子どもの割合の増加（３歳児・小学１年生） 

むし歯がない３歳児の割合は年々増加し、特別区平均に近づいて 

いる（令和５年度時点）。一方で、小学１年生は特別区との差は前年 

度より 0.5ポイント拡大し、5.7ポイント差となった。 

 

 

 

 

 

 

チャレンジシート 

子どもの健康・生活実態調査結果 

野菜から 

食べたら 

シールを貼る！ 
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（イ）あだちっ子・いい歯推進園表彰の実施 

歯みがきや仕上げみがき、歯によいおやつの習慣づくり等に積極 

的に取り組む保育施設や幼稚園を表彰するとともに、リーフレット 

等により広く紹介することで、各教育･保育施設の取り組みに繋げて 

いる。応募園数は年々増加しているが、令和７年度は、１０周年記 

念として実施した令和６年度より１６園減少し８５園となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）令和８年度の主な取り組み 

  ア 子どもを通して家庭全体への啓発 

  （ア）家庭における良い食習慣の定着化 

乳幼児健診、幼稚園・保育園、小学校に加え図書館や子ども食堂 

等、様々な場所で「おうちでもひと口目はやさいからチャレンジ 

シート」により啓発を行い、子どもだけではなく家庭全体への定着 

を図っていく。 

【目標：250箇所】 

  （イ）「あだち食のスタンダード」の取り組み強化 新規 

     家庭での野菜摂取量アップ及び調理スキル向上を図るため、６月 

〈令和７年度受賞園〉 

区長賞 １園 

教育長賞     １園 

足立区歯科医師会長賞 １園 

名人認定 2園 

優秀賞(幼稚園) ３園 

優秀賞 15園 

奨励賞 62園 

3歳児歯科健診結果、東京都学校保健統計書より ※特別区 R6.R7 都未公表 

1.1ポイント差 ※ 

5.7ポイント差 

10周年 

記念事業 
応募園にｽﾃｯｶｰ、優秀賞 

以上に園児用ｼｰﾙ（年少児

～年長児）を進呈 

園児用シール ステッカー 

増加傾向 

よい歯の取り組みが 
広がっています！ 

Administrator
タイプライターテキスト
15



の食育月間にみそ汁をテーマに「イチ推し！わが家のみそ汁レシピ 

大募集」を実施。 

イ 教育・保育施設、小中学校と連携した歯科口腔保健の取り組み 

（ア）「フッ化物塗布事業」への２歳６か月児（モデル事業）の追加 

新規 

乳歯のむし歯予防および低年齢期からの定期的な歯科チェックの 

受診を推進することを目的として、フッ化物塗布事業の対象に２歳 

６か月を追加する。 

【目標：「フッ化物塗布事業」２歳６か月児受診率 25％】 

（イ）年長児・小学１年生対象「６歳臼歯健康教室」の実施 

健全な６歳臼歯※1の育成を目的として、年長児は「奥歯みがき 

と歯によいおやつ」、小学１年生は「朝・夜の歯みがきと歯によいお 

やつ」をテーマに「歯みがきチャレンジカード」に取り組み、「食べ 

たら歯みがき習慣」の定着を目指す。 

【目標：「６歳臼歯健康教室」実施数 257施設（教育・保育施設 

190園、小学校 67校）】  ※1 ６歳頃生える永久歯の奥歯 

（ウ）「あだちっ子・いい歯推進園表彰取り組みリーフレット」の配付 

    拡大 

教育・保育施設における、歯みがき・規則正しい習慣づくり等の 

取り組みを紹介するリーフレットを、すべての教育・保育施設の年 

少児～年長児に配布することで、その波及効果により、より多くの 

教育・保育施設の意識の高揚につなげる。また、新規応募園はもと 

より、継続して応募する園の増加を目指す。 

【目標：「あだちっ子・いい歯推進園表彰」応募園数 100園】 

（エ）歯・歯肉の健康を自分で守る児童・生徒の育成 

自ら１２歳臼歯※2と歯肉を守るため、正しい知識の啓発と歯み 

がき体験をセットに、小学５年生および中学１年生を対象に「こき 

ざみの技・体験教室」を実施する。特に、理解度や技術力が高く、 

着実に成果に繋がる中学１年生の参加校数増加を目指す。 

【目標：中学校 20校・1,800人】 ※2 12 歳頃生える永久歯の奥歯 

 

４ 若年層や働き世代に向けた健康づくり 

（１）令和７年度事業実施結果 

  ア 元気な職場づくり応援事業（健康経営） 

区が選定した従業員の健康づくりに主体的に取り組む意欲のある区 

内中小事業所に対し、健康課題の改善に向けて、区保健師や管理栄養 

士等が身体面及び精神面の支援を行った。 

【令和７年度末新規認定事業所数：５事業所（累計２１事業所）】 
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  イ 調理体験型健康づくり講座（モデル事業） 

    元気な職場づくり応援事業認 

定事業所へのモデル的調理体験 

型の講座を実施。調理実習を通 

した自身の食習慣を見直すきっ 

かけづくりとして、職場を通し 

実施することで若い方の参加も 

あった。 

【モデル事業のため１事業所 

で実施。約３０名参加】 

ウ 身体活動量を増やす「ちょこ活」の啓発 

日常生活活動を「あと５分」増やす 

「ちょこ活」の啓発を継続して推進。 

令和７年度は、令和６年度糖尿病月間 

企画で区民から寄せられた約 600件の 

取り組み事例をもとに、理学療法士等 

（あだち POSネットワーク）監修のも 

と新たにチラシを作成し、測定会等で 

配布した。 

（２）令和８年度の主な取り組み 

  ア 元気な職場づくり応援事業（健康経営） 

  （ア）新規支援事業所の拡大 

     令和８年度中に新たに５事業所の選定を目指す。 

  （イ）成功事例の周知 

     健康経営の取り組みのうち、多くの事業所で取り組めるような良 

い事例を区ホームページや健康経営講演会等で紹介する。 

加えて、企業が集まる機会を捉え、アウトリーチによる周知も積 

極的に行い、健康経営に主体的に取り組む区内中小事業所の拡大に 

努めていく。 

  （ウ）意見交換会の実施 新規 

     元気な職場づくり応援事業認定事業所のうち令和７年度末で支援 

満了を迎えた事業所に呼び掛け、ヒアリングの場を設定し令和８年 

７月に実施。区の支援に対する成果や課題等について情報共有や意 

見交換を行い、今後の事業改善に繋げる。 

  イ 調理体験型健康づくり講座の本格実施 新規 

令和７年度にモデルで１事業所に対し行った講座を、さらに充実さ 

せ、元気な職場づくり応援事業認定事業所へ参加を働きかけ、実施し 

ていく。 
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ウ 日常生活活動を増やす「ちょこ活」の推進 拡大 

日常生活活動を「あと５分」増やす「ちょこ活」を、スポーツ振興 

課や人事課等関係部署との連携や、糖尿病対策アクションプランの各 

部会を活用した横連携を強化し、個人が実践しやすい環境づくりを進 

める。 

区ホームページやＳＮＳによる啓発の継続、昨年度作成したチラシ 

の有効活用、また今年度は「ちょこ活」ショート動画を定期的に作成 

し区インスタグラムにアップするなど、更なる啓発を推進していく。 

初回動画は令和８年５月末に配信を開始した。 

エ 健康応援部会の充実 

区の健康づくりにご協力いただいている企業等に参加を呼び掛け、 

区民にとって分かりやすいキャンペーン等を今後も共に推し進めてい 

くための交わりの場となるよう充実させていく。 

令和８年５月２８日開催の当部会には、庁内関連部署に加え、区医 

師会、北足立市場、民間企業・事業所（８社）が参加した。 

 

５ 糖尿病の重症化予防 

（１）令和７年度事業実施結果 

  ア ４０歳前の健康づくり健診 

ヘモグロビン A1c値※5.6％以上の方全員に対して、栄養指導･保健 

   指導を実施。さらに２か月後に、受診状況や生活改善状況を確認する 

フォローを電話等で実施。 

※ 概ね過去２か月の血糖値を反映。正常値は 5.5％以下、6.5％以上 

は受診勧奨値、7.0％以上で合併症のリスクが高まる。 

 ４０歳前の健康づくり健診 糖尿病予防に関する事後指導の実施数 

年 

 

度 

ヘモグロビン A1c検査受診者（人） 

a 

 

ヘモグロビン A1c値 5.6％以上の人数 

b 

(b/a%) 

栄養指導 

（5.6～6.4％対象） 

保健指導 

（6.5％以上対象） 

実施数 

 

c 

(c/a%) 

２か月後 

フォロー数 

d 

(d/c%) 

実施数 

 

e 

(e/a%) 

２か月後 

フォロー数 

f 

(f/e%) 

R6 1,729 
448 

(25.9%) 

433 

(25.0%) 

425 

(98.2%) 

15 

(0.9%) 

13 

(86.7%) 

R7 1,693 
472 

(27.9%) 

466 

(27.5%) 

455 

(97.6%) 

6 

(0.4%) 

6 

(100%) 

                       令和８年４月末日時点 

Administrator
タイプライターテキスト
18



イ 医師会・歯科医師会・薬剤師会の連携による糖尿病合併症予防の仕 

組みづくり 

重症化予防部会（三師会代表者と衛生部等で構成）を計２回開催し、 

区の糖尿病の現状や課題の共有と、平成 28年に開始した医科歯科連携 

チケット事業※の見直し等について検討した。 

※ 糖尿病と歯周病は互いに悪影響を及ぼすため、64歳以下でヘモグ 

ロビン A1c値が 6.5％以上の区民に対し、協力歯科医院での歯科健 

診が 1回無料となるチケットを内科等で発行する。 

  （ア）仕組みを再構築した医科歯科連携チケット事業の運用 

対象者を広げ運用を簡便化し、令和６年 11月からスタートさせて 

いる。 

【利用実績 H28～R5年度:累計 19件→R6:15件→R7:17件】 

（イ）医科歯科連携講演会及び区事業説明会の開催 

８月６日に開催された医師会主催の医科歯科連携講演会にて、医 

科歯科連携チケット事業の内容を説明し、協力医療機関の登録更新 

も行った。 

【令和８年３月末、協力医療機関数：257機関（内科 43、眼科 23、 

歯科 182、薬局 9）】 

（ウ）糖尿病重症化予防啓発リーフレットの配布 

三師会と連携し令和６年に作成した、合併症予防のために他科受 

診を勧奨する際の補助的な説明資料となるリーフレットを、協力医 

療機関へ配布した。 

  ウ 薬剤師会による糖尿病重症化予防フォロー事業の実施 

    区内 12薬局（令和７年 12月以降は 10薬局。令和８年４月からは９ 

薬局）で実施。令和７年度は 117人（令和６年度：74人）の区民が測 

定した。ヘモグロビン A1c値が受診勧奨対象である 6.5％以上の人は 

４名おり、うち３名が受診に繋がり早期受診に寄与している。 

エ 乳幼児健診等での保護者のヘモグロビン A1c値測定 

妊娠届出時の面接や妊娠中及び産後の経過から糖尿病のリスクが推 

測される 708人の保護者に対し、子どもの乳幼児健診等で保護者のヘ 

モグロビン A1c値測定と個別指導を実施。 

        乳幼児健診等での保護者のヘモグロビン A1c値測定結果 

年度 測定者数 
うち、糖尿病の予備群 

5.6～6.4％ 6.5％以上 

R6 831人 179人（21.5％） 6人（0.7％） 

R7 708人 129人（18.2％） 2人（0.3％） 
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オ 糖尿病・成人眼科健診 

年度 対象者数 受診者数 受診率 

R6 21,939人 3,500人 16.0％ 

R7 21,569人 3,537人 16.4％ 

（２）令和８年度の主な取り組み 

  ア 医科歯科連携講演会の開催 

    令和８年８月４日に、足立区医師会主催、足立区歯科医師会・足立 

区薬剤師会・区共催により開催予定。三師会連携の重要性に対する共 

通認識を更に深め、糖尿病の重症化予防を目指す。 

イ 再構築した医科歯科連携チケット事業の周知 

上記アの医科歯科連携講演会とあわせて区の事業説明会を開催し、 

事業の浸透と協力医療機関の増加を図る。 

ウ 薬剤師会による糖尿病重症化予防フォロー事業の実施基準拡大 

拡大 

令和８年３月の糖尿病重症化予防部会において、糖尿病の早期発見 

及び受診のため「ヘモグロビン A1cの受診勧奨値をこれまでの 6.5％ 

から 6.0％に引き下げを検討すべき」とのご意見をいただいた。区と 

しても早期に予防すべきと判断し、薬剤師会で準備と周知が整った令 

和８年５月より、受診勧奨値 6.0％での実施を開始した。 
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地域保健福祉推進協議会                          

第１回健康あだち２１専門部会報告資料 
 
 

件 名  「子どものこころ・自殺対策協議会」の設置について 

所管部課  衛生部 こころとからだの健康づくり課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容 

令和７年６月に改正された自殺対策基本法で定められた子どもの自殺対

策に係る協議会について、区は要保護児童対策地域協議会を活用し今後運

用を図っていくこと、また運用には「にも包括」（※）の視点を取り入れ

ていくことを以下のとおり報告する。 

 ※ 「にも包括」：精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの略

称 
 

１ 子どもの自殺対策に係る協議会設置の根拠・概要 

（１）全国の令和６年の小中高生の自殺者数が５２９人で過去最多となっ 

ている状況などに対処するため、子どもに係る自殺対策推進の体制整

備などを定める趣旨で法が改正された。 

  ※ 自殺対策基本法の一部を改正する法律（令和７年６月１１日公布） 

（２）これにより、地方公共団体は、子どもの自殺対策における体制整備、 

及び自殺未遂をした子どもへの継続的な支援等のために協議会を置く

ことができることとなった。 

※ 協議会の施行日は令和８年４月１日 

 

２ 足立区における子どもの自殺対策に係る協議会運用イメージ 

（１）既存の会議体に自殺対策の機能を追加 

   既存の会議体である「要保護児童対策地域協議会」（以下、「要対

協」という）を活用する。 

  ア 理由 

子どもの自殺発生回避や自殺未遂者支援に取り組むにあたり、構

成者等に親和性がありより重層的な支援につなげられる。 

  イ 協議会の構成者 

今まで 追加 

区立小中学校、区教育委員会、都児童

相談所、区医師会（小児科）、区歯科

医師会、警察署、民生・児童委員、未

就学児通所施設、児童養護施設、子ど

もに係る活動を行う民間団体等 

児童精神科医（足立区医師会・学

識）、区内精神科医療機関、都立

精神保健福祉センター、特定非営

利活動法人自殺対策支援センター

ライフリンク等 

 

資料６ 
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  ウ 対象とする子どもの年齢 

    要対協と同様に１８歳未満とする（年齢を理由に必要な支援が途

切れないよう配慮）。 
 

（２）名称 

   「子どものこころ・自殺対策協議会」とする。 
 

（３）「にも包括」の推進 

  ア 当該協議会は、「にも包括」の考え方のうち子どもに特化した視

点を取り入れ「にも包括」の子ども部会として運用し、子どものこ

ころの健康のための社会資源の拡充につなげていく。 

  イ 取組の一環として、協議会構成員との共通認識が持てるよう、子

どもの精神疾患への対応に係る児童精神科医等による研修会も実

施していく。 

 

（４）足立区の協議会のイメージ図 

 

 

 

 
  ※ 協議会では、個別具体的な支援の内容等を協議する個別検討会議

を中心に行う。 
  
（５）子どものこころ・自殺対策協議会の開催頻度とメンバー 

会議名 開催頻度 メンバー 

代表者会議 年１回 

要対協メンバー 
区立小中学校、区教育委員会、都児童
相談所、区医師会（小児科）、区歯科
医師会、警察署、民生・児童委員、未
就学児通所施設、児童養護施設、子ど
もに係る活動を行う民間団体等 

上記に加えて 
子どものこころ・自殺対策協議会とし
て、児童精神科医（足立区医師会・学
識）、都立精神保健福祉センター、ラ
イフリンク等 
※そのほか、庁内関連部署の管理職 
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実務者会議 
（地区連絡会議） 

７ブロックご
とに各年１回 
※要対協と兼
ねる 

要対協実務者会議に子どものこころ・
自殺対策協議会として衛生部事務局が
参加し、児童精神科医等による研修会
の案内等を行う 

個 別 会 議 年１０回程度 

ケースの状況に応じて、区内精神科医
療機関、ライフリンク、必要に応じて
主治医、学校関係者、都児童相談所、
庁内の関連部署等 

 

（６）協議会設置の周知 

   ７月３０日に行われる要対協の代表者会議にて、要対協が「子ど 

ものこころ・自殺対策協議会」及び「にも包括」の子ども部会を兼 

ねることを周知し、協議会の運用を開始する。 

 

３ 参考 

国が示す協議会のイメージ図 別紙参照 
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３ 参考 国が示す協議会のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 

資料：こども家庭庁（こどもの自殺対策について 令和７年１２月２３日より抜粋） 
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地域保健福祉推進協議会                          

第１回健康あだち２１専門部会報告資料 
 
 

件 名 
 令和７年足立区自殺者数の現状及び令和８年度自殺対策の主な取

組み方針について 

所管部課  衛生部 こころとからだの健康づくり課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容 

令和７年足立区自殺者数の現状及び令和８年度自殺対策（こころといのち

の相談支援事業）の主な取組み方針について報告する。 
 

１ 令和７年足立区自殺者数の現状 

（１）自殺者数（人口動態統計※１・Ｒ７年は暫定値） 

【別紙１ 図１、２参照】 

 令和６年 令和７年 増減 

総数  １２１人 ９９人 ２２人減 

男性 ８３人 ７９人  ４人減 

女性 ３８人 ２０人 １８人減 

自殺者が急増した平成１０年からの区の減少率は４８．７％減。 

（参考）都：２８．１％減、国：３８．３％減。なお、都と国はまだ

令和７年の数値が公表されていないため、平成１０年と令和

６年の比較。 
 

※１ 人口動態統計 

   厚生労働省が作成。戸籍法により届け出られた自殺による死亡

者数。 
 

（２）年齢別自殺者数（人口動態統計・Ｒ７年は暫定値） 

   【別紙１ 図３参照】 

男性：４０代が最も多くなっている。次いで６０代が多い。 

女性：令和６年と比較し、ほとんどの年代で減少した。５０代、 

８０歳以上は増加。 
 

（３）原因・動機別自殺者数（地域における自殺の基礎資料※２） 

   【別紙１ 図４参照】 

男性：「不詳」を除くと、「健康問題」「経済・生活問題」の順に多

い。 

女性：「健康問題」「家庭問題」の順に多い。 
 

   ※２ 地域における自殺の基礎資料 

      各都道府県警察において、遺体の死因を自殺と判断した場合に

資料７ 
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案件ごとに作成した自殺統計原票の情報をデータ化し、警察庁に

おいて取りまとめたものを、厚生労働省が「地域における自殺の

基礎資料」として作成し公表。 

 

（４）職業別自殺者数（地域における自殺の基礎資料） 

   【別紙１ 図５参照】 

男性：「有職者」「年金・雇用保険等生活者」「その他の無職者」 

の順に多い。 

女性：「年金・雇用保険等生活者」「有職者」の順に多く、次いで「そ

の他の無職者」「学生・生徒等」「主婦」が同数である。 

 

２ 令和７年度の取組み結果及び令和８年度の主な取組み方針 

区全体の自殺者数は減少しているが、１０代では令和６年８人（１０～

１４歳が２人、１５～１９歳が６人）で過去最高となり、令和７年も８人

（１０～１４歳が０人、１５～１９歳が８人）と高い状況が続いている。 

令和８年度は、特に「子どもへの対策」に重点的に取り組んでいく。 

（１）子どもへの対策 

ア 令和７年度の取組み 

  （ア）ＳＯＳの出し方等教育 

  児童・生徒向け特別授業 

「ＳＯＳの出し方等教育～自分を大切にしよう～」 

自分で自分を大切にするとともに、不安や悩みへの対処方法を 

理解し、現在起きている危機的状況、または今後起こり得る危機 

的状況に対応するためのＳＯＳ（援助希求行動）の出し方につい 

て学習する。 
 

【小学校・中学校での実施校数】 

令和６年度 小学校６７校 中学校３５校（全校実施済み） 

令和７年度 小学校６７校 中学校３５校（全校実施済み） 

※ 全区立小学校５年生から中学校３年生のうち、小学校で１回、

中学校で１回実施としていたものを、令和６年度より、それぞれ

の学年で年１回実施としている。 

【高校での実施校数】 

令和６年度 １校 

令和７年度 ３校 

 

  （イ）教員向けゲートキーパー研修 

     児童・生徒がＳＯＳを出しやすい環境を整えるために、教育委員

会と連携して実施。 
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    【実施回数および受講者数】 

令和６年度 １回 １２６人 

令和７年度 ３回 ３５９人 

     ※ 令和７年度は３職層（初任者・中堅教諭・副校長）に１回ず

つ、計３回実施（令和６年度は職層別とせず１回実施）。 
 

  （ウ）児童・生徒のタブレット端末にＳＯＳフィルターを導入 

   区立小中学校の児童・生徒に配布されているタブレット端末にイ

ンストールする無償の機能。 

令和７年３月から運用を開始。児童・生徒が「死にたい」等の自

殺関連用語など深刻な悩みに関する語句（約５，０００個設定され

ている）を検索した際、悩みに合った相談窓口やセルフケアの方法

をまとめたポップアップを表示する。 
 

  （エ）自殺リスクが高い児童・生徒への対応（ベッド確保事業） 

     令和７年度より、児童・生徒の自殺未遂や自傷行為等への対応と

して、区が精神科医療機関に空床（ベッド）を確保し、精神科専門

医が入院が必要と判断した場合にいつでも入院できる事業を開始し

た。 

    【ベッド利用日数（延べ）】 

令和７年度 ３０日 

 

  イ 令和８年度の取組み方針 

    子どもへの対策について、従来の取組みに加え、以下を新規開始・

強化する。 

  （ア）子どもの自殺対策に係る協議会の設置と効果的な運営 新規 

    ａ 子どものこころ・自殺対策協議会の設置 

    自殺対策基本法改正により、子どもの自殺対策の体制整備、ハ

イリスクの子どもの継続支援のために協議会が設置可能となっ

た。 

    区は要保護児童対策地域協議会と兼ねる形で令和８年７月に

開始させる。 

    ※ 協議会は「にも包括＊」の子ども部会としても運用し、こど

ものこころの健康のための社会資源の拡充につなげる。 

    ＊ 「にも包括」：精神障がいにも対応した地域包括ケアシス

テムの略称 
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【足立区の協議会のイメージ図】 

 

 

 

 

    ｂ 協議会の効果的な運営のためのＮＰＯ法人自殺対策支援センタ

ーライフリンクとの連携 

自殺対策に関する協定を区が締結しているライフリンクと今

まで以上に連携する。 

具体的には、知見を持つライフリンクに以下を委託・連携し（令

和８年第２回定例会にて補正予算計上）、協議会の効果的な運営

を図るとともに、子どもの自殺対策における一連の段階の連動性

を高める枠組みづくりを進め、子どもの支援体制を早急に構築す

る。 

    （ａ）協議会の効果的な運営支援 

     ① 自殺対策全般、子どもの自殺対策に関する高度な専門性

を持つ者の全体調整 

      ② 足立区の自殺対策や福祉施策等に精通する者による個別

ケース会議の調整等 

  （ｂ）区が実施する自殺対策事業等を通じた子どもへの包括的な寄

り添い支援 

     個別ケース会議後、リスクが高い子どもへの関係機関等によ

る継続的な見守りの調整支援及び寄り添い支援等 
 

【子どもの自殺対策における一連の段階の連動性も高める】 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもの自殺対策 

①教育や普及 

啓発等 

②リスクの早期 

発見・対応 
③危機介入 ④見守り・支援 

■ SOS の出し方等
教育 

■ 教員ゲートキー
パー研修 

■ 保護者向けの啓
発リーフレットの
作成 

 

■ ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末を用い
たﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽのｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 

■ 学校や医療機関等

からの繋ぎ 

■ ﾍﾞｯﾄﾞ確保事業 

■ 子どものこころ・ 

 自殺対策協議会の個 
別ｹｰｽ検討会議 

 

■ 関係機関等による 

継続的な支援 強化 
新規 
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      なお、こども家庭庁が地方公共団体における協議会モデルの構

築・検証を目的とした「こどもの自殺対策に係る法定協議会の効

果的な運営モデル構築事業」を公募しており、この国のモデル事

業も活用しながら進めていく。 
 

（イ）ＲＡＭＰＳ（ランプス）のモデル的導入実施 新規 

   令和８年度より、子どもの「見過ごされがちな自殺リスク」を可

視化して予防につなげるためのＩＴツール「ＲＡＭＰＳ（ランプス）」

のモデル的導入を区内２か所で実施する。 

ａ 実施内容 

生徒等がタブレット端末等を利用して回答する１次検査、及び教

職員等が１次検査の結果を踏まえて問診を行う２次検査により、リ

スクを可視化。結果に応じた必要な支援を実施する。 

ｂ 導入先 

① 中学校１校（千寿桜堤中学校） 

② 高校生世代のための居場所１か所（カタリバ） 
 

（ウ）高校への取組みの強化 

ａ 各種連絡会への参加 

    高校を担当するユースソーシャルワーカー（ＹＳＷ）・スクー 

ルソーシャルワーカー（ＳＳＷ）連絡会や、養護教諭連絡会に参加

し区の実態を共有するとともに、区の取組みを伝え連携強化を目指

す。 

ｂ ＳＯＳの出し方等教育の実施 

    連携を強化することにより、区の保健師派遣による実施校数増

（目標：令和８年度５校実施）を目指す。 
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（２）その他の対策 

   ア 令和７年度の取組み 

   （ア）ゲートキーパー研修 

  自殺のサインに気づき、適切な相談機関へつなげるゲート 

キーパー（いのちの門番）を育成する。 
  

a 初級研修 －気づく－ 

      自殺のサインに気づき、基本的な知識を学ぶ研修。 

【受講者数】 

令和６年度 ２３４人 

令和７年度 ２６８人 

 

 

 

 

 

   ｂ 中級研修 －つながる－ 

     サインに気づいたら、話をよく聞きつないでいくための傾 

聴研修。 

【受講者数】 

令和６年度 １５５人 

令和７年度 １３０人 

 

     ｃ 上級研修 －いのちを守る－ 

       複数の問題を抱え困っている方を、的確な窓口につなぐため、

様々な分野の知識や支援を学ぶ研修。 

【受講者数】 

令和６年度 ６８人 

令和７年度 ５８人 

 

 

   ゲートキーパー研修イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

初級研修延べ受講者数 約１３，４００人 

※ 平成２０年度から令和７年度まで（１８年間）の 

受講者数 

初級 中級 上級 

気づく  つながる いのちを守る 

ス 

キ 

ル 
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   （イ）インターネット・ゲートキーパー事業 
   

区内において自殺関連語句（設定約４００語）をネット検索 

した者に対し、検索連動広告を表示しメール相談へつなぐ。 
 

        ＜広告表示画面＞      ＜広告クリック後の画面＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      ※ 令和７年度の広告表示回数及び広告クリック数の減少は、 

それまでの実践を踏まえて広告設定とランディングページ

を改修し、より相談に繫がりやすい人に広告が表示されるよ

うにしたこと、及びページを訪れた後に相談に繋がる割合を

改善したことによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 令和６年度 令和７年度 

広告表示回数 １１４，３９２回 ４３，４４３回 

広告クリック数 １０，５２９回 ３，８０７回 

新規相談者数 １０９人 １２２人 
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令和７年度 インターネット・ゲートキーパー新規相談者 

年齢別内訳 

 

 

 
 

   （ウ）こころといのちの相談支援ネットワーク会議の開催 
 

【実施回数 登録機関】 

令和６年度 実施回数１回 登録機関３７機関 

令和７年度 実施回数２回※ 登録機関３７機関 

主な登録機関：三師会、医療機関、支援団体、弁護士会 

      ※ 代表者会議と担当者会議に分けて実施 
 

   （エ）つなぐシート【別紙２参照】 
 

窓口等で複数の悩みのある方に気づいた場合、次の窓口へ 

確実に紹介するための「紹介状」。相談内容を記録したシー 

トを、本人の同意を得た上で関連所管・機関と共有すること 

で、支援の引継ぎを正確かつ効果的に行い、相談者の説明の 

負担を軽減させる。 
 

【つないだ人数】 

令和６年度 １，２８３人 

令和７年度 １，３２２人 

 

１０～３０代の相談が７割以上を占める 
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   イ 令和８年度の取組み方針 

自殺対策開始当初からの課題である４０～６０歳代男性の自殺死

亡率は経年変化でみると減少傾向であるが、令和６年は再び増加し

ている。 

令和７年度５０代の相談者２７.７％、次いで６０代１８．５％ 

の順で相談者割合が高い総合相談会や、青色申告会への出張ゲー 

トキーパー研修、地域におけるネットワークづくりなど、従来の 

取組みを手を緩めずに継続し対策を進めていく。 
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【　足立区自殺者の現状　】

　　①足立区自殺者数の推移【H10-R7】（人口動態統計・R7年は暫定値）

（人）

　　②足立区男女別自殺者の推移【H30-R7】(人口動態統計・R7年は暫定値)

　　③足立区男女別・年齢別自殺者の推移【R5-R7】(人口動態統計・R7年は暫定値)

193183
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(人）

（年）

別紙１

足立区の自殺者数：自殺者が急増した平成１０年と令和７年を比べると48.7％減

（参考）都：28.1％減、国：38.3％減

※都と国はまだ令和７年の数値が公表されていないため平成１０年と令和６年の比較
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約４倍である。
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　　④足立区原因・動機別自殺者数の男女比較【R5-R7】(地域における自殺の基礎資料)

家族の証言等から自殺の原因・動機と考えられるものについて、自殺者１人につき４つまで計上可能。

　　⑤足立区職業別自殺者数の男女比較【R5-R7】(地域における自殺の基礎資料)

男性

男性 女性

女性
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令和７年は、男性では「有

職者」「年金・雇用保険等

生活者」の順に多く、女性

では「年金・雇用保険等生

活者」「有職者」の順に多

い「等生活者
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相談申込・受付票 

ＩＤ  
※初回 

相談受付日 
令和   年    月    日 受付者  

■基本情報  ※太枠欄は必ずご記入ください。 

相談支援の検討・実施等にあたり、私の相談内容を必要となる関係機関（者）と情報共有し、保

管・集約することに同意します。 

署名欄 

ふりがな  性別 □男性 □女性 □その他 

氏名  生年月日 
□大正  □昭和  □平成 

   年   月   日 （     歳） 

住所 
〒      － 

 

電話 自宅  携帯  

来談者 

注) ご本人 

以外の場合

に記入してく

ださい。 

 

氏名  
ご本人と

の関係 

□家族（本人との続柄：       ） 

□その他（               ） 

住所  

電話 

（自宅） 
 

電話 

（携帯） 

 

■ご相談の内容（お困りのこと） 

※ご相談されたい内容に○をおつけください。ご相談されたいことが複数の場合は、全て○をし、一番お困りのこと

には◎をおつけください。 

 仕事探し、就職について  収入・生活費のこと  仕事上の不安やトラブル 

 家賃やローンの支払いのこと  
税金や公共料金等の支払

いについて 
 債務について 

 資金の貸付について  住まいについて  病気や健康に関する.こと 

 こころの問題に関すること  食べるものがない  家計全般に関すること 

 介護に関すること  子育てに関すること  ひきこもり・不登校 

 家族関係・人間関係  地域との関係について  DV・虐待について 

 その他（                                                             ） 

※ご相談されたいことを具体的に書いてください。ご支援にあたっての希望もあればお書きください。 

 

 

 

 

 

 

別紙２ 
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（初回相談受付部署） 

相 

談 

内 

容 

・ 

概 

要 

相談受付日  月  日（ ）部署名            担当者 

※初回部署は記入不要 

相談済の部署 □仕事（     ） □多重債務（     ） □健康・生活（     ） 

       □介護（     ） □子育て（     ）  □その他（       ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜今回の対応＞ 

 

 

 

 

 

 

当課の継続相談 有・無 

 

 

 

※他の部署への相談が必要な場合のみ次頁へ 
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相談が必要と  □仕事（     ）  □多重債務（     ）  □健康・生活（     ） 

思われる部署  □介護（     ）  □子育て（     ）   □その他（       ） 

 

紹 

介 

先 

① 

予約日時  同行 有・無 

         課        係  担当者              館   階 

名称                       担当者 

住所                       電話番号 

 

相 

談 

内 

容 

・ 

概 

要 

相談受付日  月  日（ ）部署名              担当者 

相談済の部署 □仕事（     ） □多重債務（     ） □生活（    ） 

       □介護（     ） □子育て（     ）  □その他（       ） 

 

 

 

 

＜今回の対応＞ 

当課の継続相談 有・無 

（福祉まるごと相談課回付日   年  月  日） 

 

相談が必要と  □仕事（     ）  □多重債務（     ）  □健康・生活（     ） 

思われる部署  □介護（     ）  □子育て（     ）   □その他（       ） 

 

紹 

介 

先 

② 

予約日時  同行 有・無 

        課        係  担当者              館   階 

名称                       担当者 

住所                       電話番号 

 

相 

談 

内 

容 

概 

要 

相談受付日  月  日（ ）部署名              担当者 

相談済の部署 □仕事（     ） □多重債務（     ） □生活（    ） 

       □介護（     ） □子育て（     ）  □その他（       ） 

 

 

 

 

＜今回の対応＞ 

当課の継続相談 有・無 

（福祉まるごと相談課回付日   年  月  日） 
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相談が必要と  □仕事（     ）  □多重債務（     ）  □健康・生活（     ） 

思われる部署  □介護（     ）  □子育て（     ）   □その他（       ） 

 

紹 

介 

先 

③ 

予約日時  同行 有・無 

          課        係  担当者              館   階 

名称                       担当者 

住所                       電話番号 

 

相 

談 

内 

容 

・ 

概 

要 

相談受付日  月  日（ ）部署名              担当者 

相談済の部署 □仕事（     ） □多重債務（     ） □生活（    ） 

       □介護（     ） □子育て（     ）  □その他（       ） 

 

 

 

 

＜今回の対応＞ 

当課の継続相談 有・無 

（福祉まるごと相談課回付日   年  月  日） 

 

相談が必要と  □仕事（     ）  □多重債務（     ）  □健康・生活（     ） 

思われる部署  □介護（     ）  □子育て（     ）   □その他（       ） 

 

紹 

介 

先 

④ 

予約日時  同行 有・無 

         課        係  担当者              館   階 

名称                       担当者 

住所                       電話番号 

 

相 

談 

内 

容 

概 

要 

相談受付日  月  日（ ）部署名              担当者 

相談済の部署 □仕事（     ） □多重債務（     ） □健康・生活（     ） 

       □介護（     ） □子育て（     ）  □その他（       ） 

 

 

 

 

＜今回の対応＞ 

当課の継続相談 有・無 

（福祉まるごと相談課回付日   年  月  日） 
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地域保健福祉推進協議会                          

第１回健康あだち２１専門部会報告資料 
 
 

件 名 
 第２期第２回（令和７年度）「子どもの健康・生活実態調査」の実

施結果（概要）について 

所管部課 

 衛生部 こころとからだの健康づくり課、あだち未来創造室 子ど

もの貧困対策・若年者支援課、教育指導部 教育政策課、教育指導課、

学校運営部 学務課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容 

 平成２７年度から令和５年度にかけて実施してきた「子どもの健康・生活

実態調査」は、令和６年度から第２期としてスタートした。 

令和７年９月下旬から１１月中旬にかけて第２期第２回の調査を実施し、報

告書【概要版】を作成したので、以下のとおり報告する。 

１ 調査対象者・調査方法 

区立小学校に在籍する小学２年生の保護者を対象に、オンラインにより

調査を実施。 

年度 R6 R7  R9  R11  R13 

調査学年 小１ 小２  小４  小６  中２ 

回答者 保護者 保護者  
保護者 

児 童 
 

保護者 

児 童 
 

保護者 

生 徒 

※ 同じ集団を追跡調査。 

２ 回答率等 

調査 

対象者数 

a 

回答件数

b 

回答率 

b/a(%) 

有効 

回答数 

c 

有効回答率 

(調査対象者数を 

分母としたもの) 

c/a(%) 

有効回答率 

(回答件数を 

分母としたもの) 

c/b(%) 

4,617 

(4,581) 

2,775 

(2,913) 

60.1 

(63.6) 

2,539 

(2,609) 

55.0 

(57.0) 

91.5 

(89.6) 

※ 調査は昨年度に続きオンラインで実施。( )内は令和６年度の実績

値。 

３ 回答率向上のための取組 

 以下の方策を講じたが、紙の質問用紙を使用していた第１期と比較し、

回答率を改善させるには至らず、前回とほぼ同水準を維持するに留まる結

果となった。 

引き続き東京科学大学と相談しながら、次回以降の改善に向け、方策を

検討していく。 

資料８ 
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（１）抽選プレゼント企画 

  今回新たな取り組みとして、調査に回答いただいた方が抽選プレゼン

トに応募していただける企画を足立区と東京科学大学が共同で実施し

た（プレゼントの品物は東京科学大学が提供）。 

 プレゼント内容 応募者数 当選者数 

アップルウォッチ 1,155名 10名 

ＢＲＵＮＯ ホットプレート 687名 30名 

（２）保護者へのリマインドメール 

 保護者への連絡ツールである「C4th Home＆School」による回答促進

のメールを４回送信した。 

４ 主な調査結果 

 調査から、以下のことが新たに見えてきた。詳細は別紙１「第２期第２

回（令和７年度）子どもの健康・生活実態調査報告書【概要版】」のとお

り。 

（１）幼少期の本の読み聞かせが、子どものレジリエンス向上につながる 

幼少期に継続的に本の読み聞かせを受けることがレジリエンスの向

上に関連している可能性があり、特に２歳までに開始して継続すること

が効果的であることが示された。 

（２）動画投稿サイトやゲームの利用は、子どもとルールを決めて守らせる

ことが大切 

単に利用を制限するのではなく、ルールを子どもと相談して決めるな

ど、家庭内での合意形成や、継続的にルールを守らせるなど一貫した関

わりを通じて利用を調整することが、子どものレジリエンス形成に重要

である可能性が示唆された。 

５ 報告書【本編】について 

 引き続き集計結果分析を続け、より詳細な調査結果がまとまり次第、区

ホームページにて公表する。 

６ 今後の方針・予定について 

（１）新たに見えてきたことを庁内で共有するとともに、調査を共同実施し

ている東京科学大学とも協力しながら、子どもたちにとってより効果の

ある取組の充実に繋がる分析や、施策の検討を行っていく。 

（２）次回の調査は、令和９年１０月頃に小学４年生を対象に実施予定（令

和６年度の小学１年生を継続調査）。 
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７ 第２期第１回調査（令和６年度）報告書【概要版】に掲載した数値の修

正について 

（１）経緯 

ア 令和７年４月２４日の子ども・子育て支援対策調査特別委員会にお

いて令和６年度に実施した第２期第１回「子どもの健康・生活実態調

査」報告書【概要版】を作成したことを報告。 

イ 令和７年７月３０日の地域保健福祉推進協議会において、同様に報

告。 

ウ その後、区内部でのデータの取り扱いに誤りがあったことが判明し

報告書【概要版】に掲載した数値に修正の必要が生じた。 

エ 令和７年９月２５日付で修正後の報告書【概要版】を、原因等を記

載した資料とともに議会配付。 

オ 令和８年３月１６日の子ども・子育て支援対策調査特別委員会にお

いて、改めて情報連絡として資料に添付し、正式な議会報告とした。 

カ 地域保健福祉推進協議会においては、今回、資料として修正後の報

告書【概要版】（別紙２）を添付し、正式な報告とする。 

（２）原因 

区内部でのデータの取り扱いの誤りにより、一部の子どもについて、

調査回答データと学校定期健診データが正しく結び付いていない状態

で分析を行っていた。 

（３）報告書【概要版】の修正理由 

誤りの判明後、両データを正しく結びつけたことにより、①有効な分

析対象データが増えたこと（２，６０３件→２，６０９件 ６件増）、

②調査回答データと学校定期健診データのクロス集計結果に変動が生

じたことから、概要版の掲載値に修正の必要が生じた。 
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子どもの健康・生活実態調査

報告書【概要版】

ＴＯＰＩＣ

ＮＥＷ

● これまでの調査で、読書習慣は

レジリエンスを培える可能性が

あることが明らかになっていま

した。

■ レジリエンスの平均値（１００点満点）

【幼少期の本の読み聞かせが
子どものレジリエンス向上につながる】

0-6歳まで継続して

読み聞かせ実施

2歳までに

開始

3歳以降に

開始

読み聞かせ

なし

69.1

63.7
62.7

59.5

(ただし全期間

ではない)

4.2

9.6

3.2

第２期 第２回（令和７年度）

令和６年度（小１）の調査では、幼少期

（０～６歳）に１週間に１回以上の本の読

み聞かせをしていたかどうかとレジリエン

スとの関連について調査しました。

「読み聞かせなし」の子どもと比べて、

「０～６歳まで継続して読み聞かせを実施」

した子どもは、レジリエンスが 9.6ポイン

ト高い結果でした。

● 今回新たに、幼少期に継続的に

本の読み聞かせを受けることが

レジリエンスの向上に関連して

いる可能性があり、特に２歳ま

でに開始して継続することが効

果的であることが示されました。

▶ 調査からわかったことのポイントをまとめました。

子どもたちのレジリエンス（逆境を乗

り越える力）の向上や健康増進につな

げるための調査です。

令和７年度の小学２年生の保護者の皆

様に調査にご協力いただきました。心

より感謝申し上げます。

〈１〉
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子どもの生活習慣について

【野菜から食べる子どもは増加】

ＮＥＷ

【動画投稿サイトを視聴している
子どもは約９割】

● これまでの調査で、スクリーンタ

イム（テレビや動画の視聴時間）

の長さとレジリエンスの低下には

明確な関連があることがわかって

います。

● 今回新たに、単に利用を制限する

のではなく、ルールを子どもと相

談して決めるなど、家庭内での合

意形成や、継続的にルールを守ら

せるなど一貫した関わりを通じて

利用を調整することが、子どもの

レジリエンス形成に重要である可

能性が示唆されました。■レジリエンスの平均値
（１００点満点）

【子どもとルールを決めて
守らせることが大切】

以下の５つの望ましい生活習慣

が、子どもたちの高いレジリエン

スと関連があることが、これまで

の調査でわかっています。

①一口目は野菜から食べる

②毎日朝ご飯を食べる

③決まった時間に寝る

④適度な運動を行う

⑤歯磨きを習慣化する

家庭で食事を野菜から食べている子どもの

割合は 28.1%で、調査開始当初（H27 小１：

11.5％）と比べて２倍以上の割合に増加して

います。

動画投稿サイトを一日あたり少しでも視聴

している子どもの割合は 86.5％です。

動画投稿サイトやゲームの利用ルールを定

めている場合、子どもと相談して決めている

家庭の子どものレジリエンスが4.3ポイン

ト高く、また、ルールを明確に設定して、継

続的に守らせている家庭の子どもほど、レジ

リエンスが高い傾向にありました。

ルールを子どもと

相談して決めた

ルールを子どもと

相談しないで決めた

66.5

62.24.3

〈２〉
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家庭環境について

【世帯年収３００万円未満の
世帯割合は半減】

母親が仕事をしていない世帯の割合は

18.8%で、調査開始当初（H27 小１：

34.2%）と比べて15.4ポイント減少し

ています。

世帯年収が３００万円未満の世帯の

割合は5.9%で、調査開始当初（H27

小１：11.4%）と比べて 5.5ポイント

減少しています。

【母親が仕事をしていない
世帯割合は減少】

【生活困難世帯の割合は減少】

Ａ 世帯年収300万円未満の世帯（年収は、令和６年の状況）

Ｂ 生活必需品の非所有世帯（子どもの生活において必要と思われる

物品や急な出費に備えた5万円以上の貯金がないなど）

Ｃ 水道･ガスなどのライフラインの支払い困難経験世帯

本調査では、子どもの貧困状態を経済的な困窮だけでなく、家庭環

境全体で把握すべきと考えており、「生活困難」世帯について、以下

のA・B・Cのいずれか一つでも該当する場合と定義しています。

子どもの健康について（非生活困難世帯と生活困難世帯の比較）

【むし歯が１本もない子どもの割合は
非生活困難世帯・生活困難世帯ともに増加】

5本以上 3～4本 1～2本 なし

19.7 

21.8 

7.3

9.7

9.5 

13.3 

5.3

7.7

19.2 

19.0 

14.1

15.2

51.5 

45.9 

73.3

67.4

H27(小1）

H28(小2）

R6(小1）

R7(小2）

10.1 

14.3 

3.1 

4.4 

8.1 

9.5 

3.8 

4.3 

16.7 

19.6 

10.2 

11.9 

65.1 

56.5 

82.9 

79.4 

H27(小1）

H28(小2）

R6(小1）

R7(小2)

非生活困難世帯 生活困難世帯

すべての年少児～年長児の子どもが受診できる

「あだちっ子歯科健診」や歯みがきの習慣化の取

組など、子どもに直接届ける対策の効果である可

能性があります。

令和７年度の小２の生活困難世帯の割合は17.5％で、調査開始当初

（Ｈ27 小１：24.8％）と比べて 7.3ポイント減少しています。

むし歯が１本もない子どもの割合は、平成28年度の小

２と比べて、非生活困難世帯で22.9ポイント、生活困難

世帯で21.5ポイント増加しており、非生活困難・生活困

難に関わらず改善しています。

〈３〉
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◇ 調 査 対 象 ：区立の小学校に在籍する2年生の保護者 4,617名（67校）

◇ 調 査 時 期 ：令和7年9月下旬～11月中旬

◇ 実 施 方 法 ：オンライン回答 区が学校を通じて調査案内（回答フォームへの二次元コード）を配付

◇ 回 答 状 況 ：回答件数 2,775名（回収率 60.1％） 有効回答 2,539名

◇ 有効回答率：91.5％（有効回答/回答件数） 55.0％（有効回答/調査対象）

※  回答者の約90％は子どもの母親

◆関連のグラフ等を区のホーム
ページに掲載しています。

※令和７年度報告書本編は、令

和８年秋以降に掲載予定です。 発行：足立区・足立区教育委員会 （令和８年３月）

編集：足立区衛生部こころとからだの健康づくり課

国立大学法人東京科学大学 大学院医歯学総合研究科 公衆衛生学分野

問合：03-3880-5433（足立区衛生部こころとからだの健康づくり課）

今回の調査の概要

【保護者に相談相手がいる割合は９割以上】

保護者に相談相手がいる割合は96.2％で、調査開始当初

（H27 小１：92.8％）より3.4ポイント増加しています。

● これまでの調査で、保護者に「困ったときに相談

できる相手がいる」と子どもの健康リスクが軽減

することが明らかになっています。

● さらに、令和６年度（小１）の調査では、保護者

が多様な人々と交流を持っていると、子どものレ

ジリエンスが高くなる可能性があることが示され

ました。

窓口のご案内

●こども・子育てについて悩みがあるとき

＜こども支援センターげんき＞

子育てに関すること 03-3852-3535
発達に関すること 03-5681-0134
不登校に関すること 03-3852-2872

●なんとなく心や身体が不調なとき

中央本町地域・保健総合支援課

03-3880-5352

竹の塚保健センター 03-3855-5093

江北保健センター 03-3896-4011

(すこやかプラザ あだち２階)

千住保健センター 03-3888-4278
東部保健センター 03-3606-4171

●パートナーからの暴力や嫌がらせ
性的指向及び性自認に関する悩み

＜男女参画プラザ＞

女性ＤＶ・男性ＤＶ・ＬＧＢＴ相談

(すべて予約制) 03-3880-5222

●生活全般の悩み・困りごとがあるとき

＜福祉まるごと相談課＞

足立区役所 別館１階 03-3880-5705

すこやかプラザ あだち３階 03-5888-4571 ●どんな相談でも

＜よりそいホットライン＞ 0120-279-338

子どものことや心身のこと等でお悩みの方は、下記の相談窓口をご利用ください。

保護者の相談相手について

〈４〉
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保護者に「困ったときに相談できる相手がいる」と子どもの健康リスクが軽減する

これまでの調査から、保護者が困ったときに相談できる相手がいると、子どもの健康面によい影響
をあたえることが明らかになっています。保護者が地域と繋がり、子どもたちが地域活動に積極的に
参加できるような環境づくりに取組むことが重要です。詳しくは本概要版３ページをご覧ください。

子どもが望ましい生活習慣を身につけるとレジリエンスを培える

また、５つの望ましい生活習慣（①一口目は野菜から食べる ②毎日朝ご飯を食べる ③決まった時
間に寝る ④適度な運動を行う ⑤歯磨きを習慣化する）の定着は、子どもたちの自己肯定感や自己制
御能力などレジリエンスの向上に大きく影響することも分かっています。

【野菜から食べる子どもは増加傾向】

食事を野菜から食べている（ベジ・ファー
スト）子どもの割合は29.4％で、調査当初より
17.9ポイント増加しました。

第１回（令和６年度）報告書 【概要版】
第２期 第１回

子 ど も の
健康・生活
実態調査

◇ 調査対象：区立の小学校に在籍する1年生の保護者 4,58１名（67校）
◇ 調査時期：令和６年10月
◇ 実施方法：オンライン回答 区が学校を通じて調査案内（回答フォームへの二次元コード）を配付

◇ 回答状況：回答件数 2,913名（回収率63.6％） 有効回答 2,609名
◇ 有効回答率：89.6％（有効回答/回答件数） 57.0％（有効回答/調査対象）※  回答者の約90%は子どもの母親

調査の概要

平成２７年度と令和６年度の「小学１年生」を比較～こんなに大きく変わりました～

【むし歯のない子どもの増加】

むし歯が1本もない子どもの割合は調査当初
から比べると19.3ポイント増加し、現在は80
％を超えています。

11.5

29.4

87.7

70.3

0.7

0.3

H27

R6

野菜 それ以外 回答なし

26.1

9.8

14.0 

42.4 

55.4

38.9

3.6

4.8

0.4

0.8

0.4

3.2

H27

R6

区立保育所・こども園 私立または公設民営保育所・こども園

私立幼稚園 その他

通っていない 回答なし

子どもの健康・レジリエンス(逆境を乗り越える力)にとって大切なこと

【小学校入学前に通っていた施設】

入学前に通っていた施設は調査当
初と比べると保育所・こども園の割
合が増加しています。

共働き家庭の増加に伴い保育ニー
ズが拡大してきた結果と言えます。

これまでの９年間で
見えてきました

足足立区と足立区教育委員会は、全ての子どもたちが生まれ育った環境
に左右されることなく、自分の将来に夢や希望が持てる地域社会の実現
を目指しています。そのためには、できる限り正確に子どもの健康と生
活の実態を把握することが重要と考え本調査を実施しており、昨年度に
当初予定していた第１期の9年間の調査を終了しました。

今年度からは、これまでの調査結果を踏まえ実施してきた施策等の効
果を確認するとともに、コロナ禍による生活スタイルの変化がもたらし
た児童・生徒の生活習慣、学習習慣への影響を明らかにし、より効果的
な取り組みを実施するため、第２期調査をスタートいたしました。調査
結果を踏まえて、今後も子どもたちの未来につながる施策を構築してま
いります。

足立区長 近藤 やよい
足立区教育委員会 教育長 中村 明慶

12.5

3.8

8.3

4.1

17.2

10.8

61.4

80.7

0.6

0.7

H27

R6

5本以上 3～4本 1～2本 なし 記入なし

修正版 別紙２
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ここでは代表的な項目についてのみ記載して
います。詳細は、足立区公式ホームページをご
覧ください。

足立区 子どもの健康調査 検索
（令和7年5月以降に掲載予定）

子どもの健康・生活の状況（調査項目の一部抜粋）

健康について

【肥満傾向】
令和6年度は調査当初と比

較すると、女子は0.5ポイン
ト、男子も0.6ポイント肥満
傾向が低くなりました。男子
については全国と比較しても
低くなっています。

食生活について

【朝食】

朝食を毎日食べている子どもの割合は
93.6％で、調査当初から朝食を食べる
子どもは高い割合を維持しています。

【歯みがき】
一日2回以上歯みがきをしている子どもは、

調査当初から７割以上を維持しています。

※ 各グラフは、令和6年度と過去の「小学1年生」を比較しています。数字は、パーセンテージです。

5.5

6.3

94.3

93.6

0.2

0.1

H27

R6

ときどき～全く食べない 毎日食べる 回答なし

【平日の就寝時間】

調査当初と比較すると、午後10時以降に就寝
している子どもが7.5ポイント増加しています。

【運動】

1週間のうち、週3回以上運動する子どもは
減少し、週1～２回運動する子どもが増加して
います。

10.0 

11.0 

45.2 

52.0 

26.3

22.7

10.6

9.1

7.5

5.1

0.5

0.2

H27

R6

ほとんど・全くしない 週1～2回
週3～4回 週5～6回
週7回以上・ほぼ毎日 回答なし

【テレビ・動画】
テレビ・動画の一日の視聴時間は約51％の子

どもが1-2時間ですが、4時間以上視聴してい
る子どもの割合が1.4ポイント増加しています。

家庭生活について

足立区立小学校に在籍する1年生の健康・生
活の実態は以下のとおりです。

調査開始当初の平成27年度（一部は平成２９
年度）と令和６年度の結果を比較しています。

24.6

26.8

74.8 

73.0 

0.6

0.2

H27

R6

1日1回以下 1日2回以上 回答なし

5.0

3.4

4.7
4.1

全国 都

R5 R5 H27 R6

男子

4.7

3.8

5.4 4.9

全国 都

R5 R5 H27 R6

女子

足立区 足立区

12.6

20.1

79.5

79.2

8.0

0.7

H27

R6

午後10時以降 午後10時より前 回答なし

2.6

4.0

34.0

26.9

42.9

51.3

20.0

17.4

0.5

0.4

H27

R6

4時間以上 2-4時間未満 1-2時間未満

1時間未満・見ない 回答なし

〈２〉
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保護者の生活について

これまでの調査を通して、家族との関係や
社会的つながりと、子どもたちの行動（問題
行動または思いやりを示す行動）との関連に
ついて分析しました。

その結果、それぞれのソーシャルキャピタ
ルが醸成されると、子どもたちのレジリエン
スを高めることにつながっていくことが分か

りました。

レジリエンス

の向上

【保護者の相談相手の有無】

保護者の仕事上も含めた普段の生活
の中で、どのような特徴を持つ人たち
と交流があるかについて調査しました。

交流の対象者は、左記の８つの特徴
の人になります。

ソーシャルキャピタルの影響

〈保護者が普段の生活で交流することが多い人〉

今回の調査の結果、「保護者が6つ

以上の特性の人々と交流がある場合に、
子どものレジリエンス（逆境を乗り越
える力）が高くなる可能性がある」こ

とが見えてきました。

【普段の生活における交流の多様性】

父 83.6% 母 94.2%

※対象者は小学生までの子どもを養育する世帯

（出典：令和4年度 東京都福祉保健基礎調査
「東京の子供と家庭」）

【子どもについての悩みや心配事を相談する相手の有無】

参 考

これまでの調査結果から、保護者が
困ったときに相談できる相手がいる世
帯は、子どもの健康面（予防接種の受
診率や自己肯定感等）に良い影響を与
えることが明らかとなっています。

人と人との関係性や結びつきを資源として捉える考

え方です。人々が信頼し合って助け合うことで問題

が解決され、社会全体を安定させる力となります。

ソーシャルキャピタルとは
家庭

学校

地域

保護者に相談相手がいる割合は約94％と
なっています。調査当初から相談相手が
いる割合は90％を超えています。

また相談できる人数は1人～2人と回
答した割合が約51％となっています。

92.8

93.9

5.7

4.9

1.5

1.3

H27

R6

いる いない 回答なし

23.2 

40.4 

38.0 

31.6 

42.1 

44.5 

28.8 

37.8 

49.7 

26.5 

21.4 

27.2 

29.1 

29.4 

51.5 

43.2 

27.1 

33.1 

40.6 

41.2 

28.8 

26.1 

19.7 

19.0 

異なる国籍

異なる世帯構成

異なる教育歴

異なる経済状況

異なる職業

異なる性別

10～20代の若者

高齢者

そう思う・どちらかというとそう思う

そう思わない・どちらかというとそう思わない

どちらともいえない

〈３〉
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生活困難世帯の割合は７.２ポイント減少しました。

非生活困難世帯と生活困難世帯の比較

本調査では、子どもの貧困状態を経済的な困窮だけでなく、家庭環
境全体で把握すべきと考えており、「生活困難」世帯について、以下

のA・B・Cのいずれか一つでも該当する場合と定義しています。
24.8

17.6

0

20

40

H27 R6

「生活困難」世帯の割合

むし歯が1本もない子どもの割合は、調査当初と比べて非生活困難世帯では17.8ポイント、
生活困難世帯では21.8ポイント増加しています。

食事を野菜から食べている（ベジ・ファースト）子どもの割合は、非生活困難世帯では約
30％、生活困難世帯では約26％で調査当初と比べてそれぞれ約13ポイント増加しています。

非生活困難世帯 生活困難世帯むし歯の本数

<H27>

<R6>

野菜から食べる習慣

26.3

12.8

73.7

87.2

非生活困難世帯 生活困難世帯

<H29>

<R6>

窓口のご案内

●こども・子育てについて悩みがあるとき

＜こども支援センターげんき＞

子育てに関すること 03-3852-3535

発達に関すること 03-5681-0134

不登校に関すること 03-3852-2872

●なんとなく心や体が不調なとき

江北保健センター 03-3896-4011

(「すこやかプラザ あだち」内に令和7年4月21日移転)

千住保健センター 03-3888-4278

竹の塚保健センター 03-3855-5093

中央本町地域・保健総合支援課

03-3880-5352

東部保健センター 03-3606-4171

●パートナーからの暴力や嫌がらせ
性的指向及び性自認に関する悩み

＜男女参画プラザ＞

女性ＤＶ・男性ＤＶ・ＬＧＢＴ

相談(予約制) 03-3880-5222

●生活全般の悩み・困りごとがあるとき

＜福祉まるごと相談課＞

足立区役所 別館１階 03-3880-5705

すこやかプラザ あだち３階※ 03-5888-4571

※ 令和7年4月21日OPEN

●どんな相談でも

＜よりそいホットライン＞ 0120-279-338

子どものことや心身のこと等でお悩みの方は、下記の相談窓口をご利用ください。

◆詳しい調査結果は、足立区公式

ホームページをご覧ください。

※令和6年度報告書本編は、令和

7年５月以降に掲載予定です。

発行：足立区・足立区教育委員会 （令和7年3月）

編集：足立区衛生部こころとからだの健康づくり課

国立大学法人東京科学大学 大学院医歯学総合研究科 公衆衛生学分野

問合：03-3880-5433（足立区衛生部こころとからだの健康づくり課）

Ａ 世帯年収300万円未満の世帯（年収は、2023年の状況）

Ｂ 生活必需品の非所有世帯（子どもの生活において必要と思われる

物品や急な出費に備えた5万円以上の貯金がないなど）

Ｃ 水道･ガスなどのライフラインの支払い困難経験世帯

19.7

7.3

9.5

5.3

19.2

14.1

51.5

73.3

10.1

8.1

3.8

16.7

10.2

65.1

82.9

69.8

83.3

30.2

16.7

3.1

〈４〉
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地域保健福祉推進協議会                          

第１回健康あだち２１専門部会報告資料 
 
 

件 名  令和８年度 予防接種費用の助成事業について 

所管部課  衛生部 保健予防課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容 

以下３種類の予防接種費用の助成を実施します。 

１ 高齢者インフルエンザ定期接種における高用量インフルエンザワクチ

ン 拡充 

  標準量ワクチンに加え、高用量ワクチンを定期接種に用いるワクチン

に追加します。 

（１）高用量インフルエンザワクチンについて 

有効成分が標準量ワクチンの４倍含まれており、標準量ワクチンと比

較してインフルエンザの発症予防や呼吸器・心血管疾患による入院を低

減するなど重症化予防により高い効果が確認されています。 

（２）接種対象者 

   ７５歳以上の方 

（３）開始時期 

令和８年１０月１日 

（４）自己負担額 

   無料 

（５）令和７年度のインフルエンザワクチン接種状況 

接種月 10月 11月 12月 1月 合計 

接種者 57,404 39,623 7,374 954 105,355 

  接種率 ６１.１％（令和６年度接種率：５８．９％） 

 

２ 新型コロナワクチン 継続 

  令和７年度に続き８年度も自己負担額無しでの接種を実施します。 

（１）接種対象者 

ア ６５歳以上の者 

イ ６０歳から６４歳で一定の基礎疾患を有する方 

（２）実施時期 

   令和８年１０月１日から令和９年３月３１日まで 

（３）自己負担額 

   無料 

 

 

資料９ 

中 止 
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（４）令和７年度の新型コロナワクチン接種状況 

接種月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

接種者 26,187 19,825 10,368 1,746 915 841 59,882 

  接種率 ３４．５％（令和６年度接種率：３８．５％） 

３ 麻しん抗体検査・予防接種 新規 

  全国的に麻しん患者が急増している状況のため、麻しんの抗体検査、予

防接種を実施します。 

（１）対象者 

  ア 抗体検査：１９歳以上の者 

  イ 予防接種：１９歳以上で抗体価の低い者（ＥＩＡ法１６未満） 

  ※ 麻しんの予防接種を既に２回受けている方や、過去に麻しんに罹患

している方は除く 

（２）開始時期 

   令和８年９月頃 

（３）自己負担額 

   無料 

（４）その他 

ア 本事業は麻しん患者が急増している状況に対する緊急的な事業で

す。 

  イ ワクチンの確保はすぐにできるものではないので、事前に医療機

関にお問い合わせいただくようお願いいたします。 

  ウ ワクチン不足が生じた場合は、乳幼児に対する定期接種（ＭＲⅠ

期、Ⅱ期）を優先させていただきます。本事業におけるワクチン接

種対象者への案内書にもその旨の説明を記載する予定です。 
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地域保健福祉推進協議会                          

第１回健康あだち２１専門部会報告資料 
 
 

件 名 

 足立区新興感染症への事前準備と発生時対応マニュアル（地域保健

法に基づく健康危機対処計画／感染症・衛生試験所編）の策定につい

て 

所管部課  衛生部 足立保健所感染症対策課、生活衛生課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容 

 地域保健法の基本指針において、保健所及び地方衛生研究所は、健康危機

に備えるため「健康危機対処計画」を策定することとされている。 

 このため、区においては、令和６年に策定した足立区感染症予防計画の手

引書として本マニュアルを策定し、「健康危機対処計画／感染症・衛生試験

所編」として位置付ける。 

 

１ 概要 

 新型コロナウイルス感染症への対応の教訓を踏まえ、有事の際に保健所

が迅速に機能するため、平時からの訓練や人材育成の実施、関係機関との

連携体制の構築、健康危機が発生した際の初動対応や業務継続の手順を具

体的に記載。 

 

２ 構成 

１

章 

基本方針 

基本的な考え方、マニュアルの概要と実効性の担保について記載 

２

章 

平時からの保健所体制整備【事前準備計画】 

健康危機発生時の人員体制の想定、平時からの人材育成をはじめと

した保健所体制の強化について記載 

３

章 

新興感染症発生時における対策【発生時行動計画】 

新型コロナウイルス感染症対応時の経験を基に流行のフェーズを０

から３に分類し、フェーズに対応した具体的な行動を記載 

４

章 

資料編 

整理・保管する業務マニュアルや資料を明記するとともに、感染対

策に使用する資材の備蓄目標を具体的に記載 

 

３ 今後の進め方 

本マニュアルに沿って保健所体制の整備を推進するとともに、本マニュ

アル自体も不断の見直しを行い、状況に応じて随時改訂を行う。 

 

 

資料１０ 
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地域保健福祉推進協議会                          

第１回健康あだち２１専門部会報告資料 
 
 

件 名 
 令和７年度おいしい給食推進事業の実施結果等及び令和８年度事業計画

について 

所管部課  学校運営部 学務課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容 

令和７年度おいしい給食事業の実施結果等及び令和８年度の事業計画について、

以下のとおり報告する。 

 

１ おいしい給食推進事業の目的 

  子どもの頃からの望ましい食習慣とその定着を図ることで、子どものみなら

ず、すべての世代の健康増進につなげるため、日々の生きた教材として、「あ

だち食のスタンダード」を掲げ、３つの実践力を身につけることをめざしてい

ます。 

【あだち食のスタンダード】 

 ① １日３食野菜を食べるなど望ましい食習慣を身につける 

 ② 栄養バランスの良い食事を選択できる 

 ③ 簡単な料理を作ることができる 

 

２ 令和７年度の実施結果（主な取組） 

（１）もりもり給食ウィーク 

ア 実施日：６月１６日（月）から２０日（金）、及び令和８年 

１月１９日（月）から２３日（金）で実施 

イ 内 容：喫食時間確保、給食時間中の教員等の関わりの充実、 

食育の実施 

ウ 学校栄養士や教職員の関わりにより、食に関する興味や関心を高めること

ができた。 

（２）第１７回給食メニューコンクール 

ア テーマ：「これが食べたい！魚を使った給食メニュー」 

イ 応募数：小学生応募総数 4,696作品 

中学生応募総数 2,747作品 

※ 区長賞ほか、小中学校上位各２０作品を表彰 

（３）魚沼産コシヒカリ給食の日 

ア 実施日：１０月２８日(火) 

イ 内 容：中学生が「魚沼自然教室」でお世話になっている農家の新米を小

中学校、区立保育園等の給食に提供 

ウ 魚沼市から寄贈していただいたお米ができるまでの動画を全校の各教室

で放映し、生産者への感謝の気持ちを育んだ。 

資料１１ 

合計 7,443作品 
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（４）小松菜給食の日 

ア 実施日：１１月１１日（火）、１８日（火）、２６日（水） 

※ 各校いずれかの日で実施 

イ 内 容：ＪＡ東京スマイルより無償で提供いただいた小松菜を使用した給

食を小中学校で一斉に実施 

ウ 全校で実施 １１月１１日（火）小４８校・中 １校 

１１月１８日（火）小１１校・中３３校 

１１月２６日（水）小 ８校・中 ２校 

          ※ 第四中（１８日）第四中夜間（２６日）実施 

 

（５）野菜の日（衛生部との協働による糖尿病対策） 

ア 実施日：月１回（各学校ごとに実施） 

イ 内 容：旬の野菜を使った給食を提供し、野菜摂取の啓発と食育を実施。

また、給食だよりに家庭用レシピを掲載するなど家庭での野菜摂

取を啓発。 

 

（６）野菜摂取啓発の推進 

「ひと口目は野菜から」教室掲示用ポスターを全校の各教室内に掲示し、

啓発を行った。 

           

  

          

（７）おいしい給食指導員の巡回指導など 

ベテラン学校栄養士の経験やスキルを活用し、残菜率が高い学校や経験の

浅い栄養士が配置されている学校へ巡回指導、助言を行った。また、全校の

学校栄養士が集う会議等で指導・助言事例を周知した。 
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（８）「おうちでもひと口目はやさいからチャレンジシート」の実施 

ひと口目は野菜から食べる取組を 

家庭においても啓発するため、夏休 

み期間のうち１０日間、自宅などで 

１日３食野菜を食べたらシートに色 

を塗ってもらい、学校に提出しても 

らう取組。 

（小学１年生：６７／６７校１００ 

％実施。希望する他学年生：３４ 

／６７校５１％実施） 

 

 

３ 小中学校平均残菜率・総残菜量の推移について 

（１）小中学校平均残菜率 

学校 ①R6年度 ②R7年度 ①と②の対比 

小学校 ２．９％ ３．２％ ０．３％増 

中学校 ３．７％ ３．６％ ０．１％減 

平均 ３．３％ ３．４％ ０．１％増 

（２）小中学校総残菜量 

１０８ｔ（令和６年度）→１１３ｔ（令和７年度） 

（３）分析 

インフルエンザの急な流行などの影響もあり、小学校では前年度より残菜

が若干増えている傾向があるが、近年は横ばい傾向にある。令和７年度の対

前年度比の残菜率が小学校で 0.3ポイント増加したが、中学校で 0.1ポイン

ト減少したため、小中学校全体では 0.1ポイントの増加となった。 

 

表 1-2に拡大 

表１－１ 
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（４）改善の取組 

残菜率が高い学校に対して、巡回指導を行いながら原因を究明し学校と協

力しながら対応策について検討していく。 

 

４ 学校給食で野菜から食べる児童生徒の割合 

（１）小学校６年生の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 

2.2 2.5 
2.7 2.9 3.2 

5.1 4.8 

4.3 
3.7 3.6 3.7 3.7 

3.5 3.3 
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R3から R7平均残菜率の変化（％）  表１-２ 
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（２）中学校２年生の割合 

 

（３）分析 

   野菜摂取啓発「ひと口目は野菜から」の取組や学校ごとに実施している月

１回の野菜の日の取組などから、野菜から食べる児童生徒の割合は６割以上

になっている。令和８年度は野菜摂取啓発事業を強化し野菜から食べる児童

生徒の割合を増やしていく。 

 

５ 令和８年度の事業計画（主な予定） 

学校現場の実情を踏まえながら、学校での取組や家庭への働きかけを通じ 

児童・生徒の食への意識、意欲を高めていく。 

事 業 名 等 日程（予定） 取組（予定） 

野菜摂取啓発

「ひと口目は

野菜から」の取

組 

通年 

・ 啓発ポスターの掲示 

  配布済の新たなデザインのポ

スター（マグネット式）を 

全クラスで掲示 

・ 「おうちでもひと口目は野菜

からチャレンジシート」 

・ 「ひと口目は野菜から」の大

切さを説明 

・ 給食時間に動画や校内放送等

を活用し説明 

学校栄養士・食

育リーダーの

スキルアップ 

通年 

・ おいしい給食指導員による指

導、助言事例を、栄養士、食

育リーダーに周知 

Administrator
タイプライターテキスト
58



長期休み期間

の課題「わが家

のシェフにな

ろう！」 

通年 
・ 児童、生徒が自宅で調理を行 

い、食の実践力を養う 

おいしい給食 

検討会 

毎月１回 

(２月除く) 

・ 学校栄養士のスキルアップ 

・ 検討内容（献立、給食会計、

衛生管理、アレルギー対応等

に関する指導と意見交換等） 

食育リーダー

を中心とした

体制の強化 

食育リーダー

研修会 

(５月、１１

月、１月) 

・ 栄養士以外の教員を食育リー 

ダーとして指定 

・ 学校全体でおいしい給食・食

育を推進 

・ 研修会を年３回実施 

もりもり給食 

ウィーク 

６月 (食育月

間) 

１月 (給食週

間) 

・ 食べる時間の確保と食育指導

を実施 

・ 野菜摂取の大切さの説明 

給食メニュー 

コンクール 

募集 

夏休み期間 

※ 表彰式 

１１月 

・ テーマに合わせた給食メニュ

ー作品を募集 

おいしい給食 

アンケート 

実施 

９月～１０月 

集計・分析 

１１月～１月   

・ 全校（小学６年生、中学２年

生）を対象に実施 

魚沼産コシヒ

カリ給食の日 
１０月下旬 

・ 中学生が「魚沼自然教室」で

収穫した新米を小中学校、区

立保育園等の給食で提供 

小松菜給食の

日 
１１月中旬 

・ 足立区産の小松菜（ＪＡ東京 

  スマイル農業協同組合より提

供）を使用し給食を実施 
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はじめに 

 平成６年に地域保健法が制定され、地域保健対策の推進に関する基本的な指針（以

下、基本指針）が定められた。その後の健康危機事例の頻発を受け、平成１３年に基

本指針が改正され、保健所を中心とした健康危機管理の参考となるように、地域健康

危機管理ガイドラインがまとめられた。 

 

令和元年に発生した新型コロナウイルス感染症に対する全国的な対応については、

2022年6月15日内閣官房新型コロナウイルス感染症対応に関する有識者会議報告書に

おいて、以下のように指摘されている。 

「保健所は地域における感染症対策の中核的機関として対応を行ってきた。保健所

は日常業務の増加やＩＣＴ化の遅れなどにより有事に対応するための余力が乏しい

状態であり、それに加え、感染拡大期における保健所業務の優先順位や、保健所と医

療機関、消防機関、市町村等との役割分担や協力関係が不明確であった結果、感染拡

大のたびに保健所業務がひっ迫した」（2022年6月15日内閣官房新型コロナウイルス

感染症対応に関する有識者会議報告書） 

「都道府県と保健所設置市・特別区の連携や、保健所業務ひっ迫時の全庁体制の構

築、ＩＨＥＡＴ1要員等外部からの応援の受入れについてマニュアル等の整備並びに

周知や研修の実施を行ったが、感染症を対象とした健康危機に関する実践的な訓練が

必ずしも十分には行われておらず、実際には円滑に進まなかった」（同上） 

 

これらの指摘を踏まえ、新たな感染症の発生及びまん延への備えを目的に、令和４

年１２月に感染症法及び地域保健法が改正され、都道府県のみならず保健所設置市や

特別区（以下、特別区等）においても感染症法に基づく予防計画の策定、都道府県連

携協議会の設置等の措置が講じられた。また、基本指針が改正され、健康危機に備え

た平時からの計画的な体制整備が示された。特に、特別区等は、保健所における人員

体制の確保や育成及び関係機関との連携等を予防計画に記載することが義務付けら

れ、区でも「足立区感染症予防計画」を令和６年４月に策定した（以下、区予防計画）。

また、保健所及び地方衛生研究所は、その自治体の予防計画等との整合性を確保しつ

つＩＣＴの活用や、実践型訓練等による人材育成等の事前準備と共に発生時のマニュ

アルとなる「健康危機対処計画」を策定することが定められた。 

 

以上のことを踏まえ、足立保健所においても、このたびの新型コロナウイルス感染

症への対応を経て明らかになった様々な課題と向き合い、平時のうちから健康危機に

備えた準備を計画的に進めるため本「新興感染症への事前準備と発生時対応マニュア

ル」を「健康危機対処計画」として策定する。 

                                                   

1  Infectious disease Health Emergency Assistance Team の略称。感染症のまん 

延等の健康危機が発生した場合に地域の保健師等の専門職が保健所等の業務を支援

する仕組み 



- 4 - 

 

Ⅰ 基本方針 

 

１ 基本的な考え方 

 

（１）従来の感染症健康危機への対応 

 

感染症への対応は、その疾病の特徴や感染状況に応じた体制を確保して行

う必要がある。新型コロナウイルス感染症の場合は急速かつ大規模な感染拡

大により、保健所業務が著しく増大したため、各地の保健所で外部委託や都

道府県での一元化等による業務効率化を進めることで対応した。 

 

 （２）有事における体制整備の課題 

 

今後国内外で新たな感染症等が発生した際に、有事体制に切り替えるにあ

たって、特に以下の項目が必要と考える。 

① 保健所業務を支援する人員の確保 

② 外部委託や都による一元化事業との連携等の業務効率化 

③ ＩＣＴの活用  

 

 （３）備考 

 

上記の課題については、平時から計画的に必要な準備を進めておくことが

重要であり、足立区における具体的方策を本マニュアルに示す。なお、健康危

機をもたらす感染症は、新型インフルエンザや新型コロナウイルス感染症等

の呼吸器症状を主体とする感染症だけではなく、神経症状、消化器症状が主

体の感染症あるいは蚊や動物が媒介する感染症等、様々な感染症が存在する

ことから、想定外の事態が起こりうることも十分念頭に置いたうえで、健康

危機発生時にはその都度適切に情報収集・現状分析し、対応する必要がある

ことに留意する。 

  

  

Ⅰ 基本方針 
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２ 本マニュアル（健康危機対処計画）の概要 

 

（１）位置づけ 

 

地域保健法の基本指針において、保健所及び地方衛生研究所は、平時のうちか

ら健康危機に備えた準備を計画的に進めるため、都道府県の予防計画等を踏まえ、

「健康危機対処計画」を策定することとされている。また、国は健康危機対処計

画を、計画的に健康危機に備えるための手引書として位置づけている。足立区に

おいては、組織内に感染症対策課と衛生試験所を内包していることから、それぞ

れの分野において個別に策定するのではなく一体的に策定し、区予防計画の手引

書となる本マニュアルを「健康危機対処計画」として位置づける。 

また、本マニュアルは、足立区新型インフルエンザ等対策行動計画ほか、関係

する計画や事業との整合を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

  

Ⅰ 基本方針 

新興感染症への事前準備と 

発生時対応マニュアル 

（健康危機対処計画） 

足
立
区
感
染
症
予
防
計
画 

新型インフル

エンザ等対策

行動計画 
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（２）本マニュアルで対応が想定される感染症 

 

区予防計画第三章第１「基本的な考え方」においては、「対応が想定される感

染症（新興感染症）」を、「感染症法で規定する新型インフルエンザ等感染症、

指定感染症及び新感染症を指す」と定義している。しかし、今後発生する新興感

染症の性状、感染力などを事前に想定することは困難であるため、この度の新型

コロナウイルス感染症の経験から、新興感染症発生時の想定を行う。 

 

（３）マニュアルの目的 

 

新型コロナウイルス感染症への対応における課題を踏まえ、区民の生命及び健

康に重大な影響を与えるおそれがある新興感染症の発生及びまん延に備えるこ

と、発生時に速やかに対応を開始することを目的とする。 

 

（４）マニュアルの構成 

 

本マニュアルは、感染症による健康危機に対する「事前準備計画（第二章に該

当）」と発生時行動計画（第三章に該当）」の二つのフェーズの計画を含む。 

 

  ア 事前準備計画 

 

区民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある新興感染症の発生

及びまん延に備え、平時から計画的な体制整備を定める。現状を整理・把握す

るとともに、人材育成、実践的な訓練、感染症対策用物資の確保や備蓄、関係

機関との連携等を計画的に定める。 

 

  イ 発生時行動計画 

 

 新興感染症発生時の対応を想定し、有事の際に計画に沿って速やかに対応を

開始できるよう、あらかじめ具体的な手順を定める。 

 

（５）マニュアルの期間 

 

本マニュアルは区予防計画の下に位置づけられるため、期間を策定後から令和

１１年度とする。区予防計画の改定に合わせて本マニュアルも改訂する。 

なお、本マニュアルは、「事前準備計画」を包含することから、人材育成、対

策備品装備の調達備蓄、関係機関との協議や協定等について、毎年度感染症対策

課を中心に庁内で情報共有と評価を行い、必要に応じて随時見直し改定を行う。 

 

Ⅰ 基本方針 
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３ 実効性の担保 

 

 本マニュアルが形骸化することのないよう、以下の取り組みを計画的に進めてい

く。 

 

（１）庁内連携・関係部署との協議 

 

感染症対応のための予算・人員確保等の面での連携や、有事の際の保健所への

応援派遣等が円滑に行われるよう、予算策定や定数査定時等において本マニュア

ルを提示していく。また、本マニュアルに沿った保健所体制の整備について、必

要に応じ関係部署と協議を行う。 

 

（２）庁内周知 

 

本マニュアルの内容は、毎年度初めに必ず感染症対策課の全職員に供覧すると

ともに、部内研修等の機会を通じて、部職員に周知徹底する。 

また、庁内イントラネットの区政計画類データＢоｘ等を活用し、庁内へも周

知を行う。 

 

（３）訓練と人材育成 

 

本マニュアルを基にした実践型訓練等を毎年１回以上実施する。研修やＯＪＴ

等の人材育成の取り組み、当該年度に実施する訓練の計画を年度毎に作成し、結

果を記録・評価する。その結果を踏まえ、必要が認められる場合には適宜マニュ

アルを改定する。 

 

Ⅰ 基本方針 
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Ⅱ 平時からの保健所体制整備【事前準備計画】 

 

１ 健康危機発生時の保健所体制及び事前準備 

 

新型コロナウイルス感染症流行時の対応に際しては、急速かつ大規模に拡大する

感染症への対応の事前準備が十分であったとは言えず、都度課題について、対症療

法的に対応を行うこととなった。当時、全国の保健所は、人員や物資等の資源が圧

倒的に不足し、それらを確保するための調整にも追われた。 

足立区においては、新型コロナウイルス対策本部、総務部、危機管理部、衛生部

衛生管理課による保健所応援職員の派遣調整をはじめ、委託契約締結の支援や執務

スペースの確保等、全庁的に様々な保健所支援策を講じ、新型コロナウイルス感染

症への対応を行った。 

 新型コロナウイルス感染症流行時の経験を踏まえ、本章においては、新興感染症

の発生等の健康危機発生時にスムーズに行動できるよう、事前の想定や平時から備

えるべき事項について記載する。 

 

（１）保健所体制 

 

ア 組織 

 

区予防計画においては、新興感染症発生時、感染症対策調整担当を配置する

ことを定めている。患者対応やまん延防止施策を担う感染症対策課職員と区別

し、保健所体制整備に係る調整や契約事務等を担うことを想定する。 

 

Ⅱ 平時からの保健所体制整備 
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  イ 従事者 

 

 区予防計画において、新興感染症発生時にはフェーズ毎に庁内応援や外部人

材の活用が必要となることを想定し、以下のとおり従事者数を想定する。   

 

    

Ⅱ 平時からの保健所体制整備 

流行初期
（発生の公表１カ月目途）

流行初期
（発生の公表１～３カ月）

流行初期以降
（発生の公表後６カ月以内）

区
内
感
染
規
模

新型コロナ第３波流行開始
（R2.11月頃）想定

新型コロナ第３波ピーク
（R2.12月以降）想定

新型コロナ第６波ピーク
（R4.2月頃）想定

5人～15人/日
（都内100～300人）

50人～100人/日
（都内1,000～2,000人）

500人～1,000人/日
（都内10,000～20,000人）

新
興
感
染
症
発
生
時
の
対
応

１ 衛生部の対応
衛生部長及び衛生管理課長

を中心に、全庁的な調整や衛
生部内の保健所応援の調整を
行う。

２ ＢＣＰ発動
感染症対策課、保健センタ

ーはＢＣＰ発動し感染症対応
移行（保健師の部内応援上限
は全体の50％を想定）

３ 感染症対策調整担当の設置
管理職、係長級を含む４名

で構成し、庁内調整等を実施。
流行が長期化した際の継続的
対応のため、短期間での交代
は想定しない。

４ 保健所人員体制強化
（１）事務職時限定数増２人、

保健師加員３人
（２）感染拡大期までの間に全

庁応援の調整を図る。

１ 人材派遣職員導入
相談業務に人材派遣職員を

導入し、区民等への相談対応
機能を強化。

１ 人材派遣職員増強
相談業務にかかる人材派

遣職員の増強を図り、区民
等からの増加する相談業務
への対応力の強化を図る。

２ 会計年度任用職員導入
定型反復業務に会計年度

任用職員を導入し、常勤職
員をより複雑な業務へ配置
可能な体制を確保する。

従
事
者
数
想
定
（
全
体
）

※東京都予防計画と整合を図るため、都の想定する３つのフェーズにて区分

感染症対策課合計 ２１名
内訳 医師 ２名

事務 ６名
保健師 ９名
調整担当 ４名
会計年度 ー
人材派遣 ー

衛生部内応援合計 ４１名
内訳 保健師 ３５名

衛生監視等 ー
事務 ６名

全庁応援合計 ０名

感染症対策課合計 ３１名

内訳 医師 ２名
事務 ６名
保健師 ９名
調整担当 ４名
会計年度 ー
人材派遣 １０名

衛生部内応援合計 ５１名

内訳 保健師 ３５名
衛生監視等 １０名
事務 ６名

全庁応援合計 ２０名

新興感染症発生時の保健所体制（数値目標）

合計６２人 合計１０２人 合計１２９人
感染症対策課合計 ５８名

内訳 医師 ２名
事務 ６名
保健師 ９名
調整担当 ４名
会計年度 １７名
人材派遣 ２０名

衛生部内応援合計 ５１名
内訳 保健師 ３５名

衛生監視等 １０名
事務 ６名

全庁応援合計 ２０名

※ ※ ※

※ 同左※ 人口比より都内感染者発生
数の５％を想定

※ 同左

（参考）新型コロナウイルス感染症第６波ピーク時（令和４年２月）での応援体制実績は以下のとおり
全体 １４９名（感染症対策課 ４８名、衛生部応援 ４２名、庁内応援 ５９名）

（新型コロナウイルス感染症対応実績の詳細は第四章「資料編」参照）

※ IHEAT要員については、令和６年４月時点において活用予定はないが、今後の研修体制や国、都の体
制整備の状況を踏まえ、検討していく。

出典：足立区感染症予防計画 

業務想定の詳

細については、

P.31-32参照 
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ウ 保健師の人材育成 

 

区の保健師全員が感染症対策業務を身につけることにより、新興感染症発

生時等に速やかに対応可能となる状況を目指し、平素から計画的な人材育成

を行う。 

感染症対策課は、庁内の全ての保健師に実施する感染症対策に係る研修や 

訓練を企画し、保健師全体の知見向上やリスキリングを図る。具体的には、

感染症対策課から各保健センターに感染予防策の基礎や最新のトピックス等

の情報提供を行うとともに、年１回の感染症対応研修において机上の疫学調

査及び防護服の着脱を訓練する。また、地域の施設等での感染症発生時に、

当該地区を管轄する保健センター所属の保健師も積極的疫学調査へ同行する

機会を設け、感染症対応に関する知見を実践的に向上させていく。 

 

エ 衛生試験所の人材育成 

 

衛生試験所は、新興感染症発生時等に対応できるよう、高度な専門知識及

び技術を有する職員が求められる。そのため、適切な人材配置と人材育成を

計画的に行う。 

 

（ア）衛生試験所職員については、適材適所の配置はもとより、衛生監視職の人

材育成指針及び育成計画に基づき、幅広い検査知識と高度な検査技術が修

得できる育成環境を整備し、専門性を高める支援を行う。特に、ベテラン検

査技師が次々と退職を迎える中、困難事例にも適切に対応し、高度な検査技

術を後進に継承できるスペシャリストの育成が急務であり、組織的課題と

捉えて注力していく。また、スペシャリストとして長期に在籍する職員と通

常のサイクルで異動する職員を適切に混在させることにより、基本的な検査

知識と技術を習得した職員を増員させ、平時より有事に備えるしくみを構

築する。 

 

（イ）衛生試験所及び感染症対策課は、国、東京都の検査に係る情報収集を行う

とともに、各種技術研修等に参加しスキルアップを目指す。 

  

（ウ）迅速かつ正確な検査が実施できるように、衛生試験所技術職員は平時から

精度管理を含めた実践的な訓練を年に１回程度行っていく。 

  

Ⅱ 平時からの保健所体制整備 
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オ 通常業務の可視化及び中止等を検討する業務 

健康危機への対処の観点から業務内容を可視化することは重要である。ま

た、これは平時の業務の管理にも役立つ。 

このため、業務及び事務分担は、有事の際の中止対応等をあらかじめ決定

し、毎年度係の事務分担表に明記しておく（感染症対策課ＢＣＰ）。 

なお、新型コロナウイルス感染症への対応時における感染症対策課の業務

は概ね以下のとおりであり、当時は中止等の対応が可能な業務を検討し、新

型コロナウイルス感染症対応へ注力した。 

 

（参考）【新型コロナウイルス感染症流行時の感染症対策課業務の中止対応等】 

大分類 中分類 処理期間（頻度・繁忙期） 中止対応等 

庶
務 

予算・決算関連事務 通年  

監査対応 第１期（５月書類提出）  

勤怠管理 通年  

庁内文書収受・回答 通年  

議会事務 通年  

関係団体との会議 通年  

行政評価 主に期初  

国・都 補助金申請・実績報告 通年  

契約 
年度契約（契約課）：１月 

主管課契約：随時 
 

会計年度任用職員採用・管理 通年  

交換便・郵送 通年  

システム管理 通年  

広報・ＨＰ 通年  

研修 通年 適宜欠席 

区民の声・問い合わせ対応 通年  

電話・窓口対応 通年  

結
核
対
策
事
業 

結核患者登録・公費負担事務 通年  

感染症診査協議会 通年（原則第２・第４水曜）  

ＣＲシステム運用・管理 通年  

接触者健診、健康観察 随時  

移送・検体搬送対応 随時  

コホート検討会・講習会 年２回程度 中止 

啓発（講習会等含む） 年２回（９月・３月） 中止 

感染症法５３条定期健康診断報告管理 通年  

統計・調査回答 通年  

日本語学校健診（東京都結核予防会） 年１回（１月に翌年度調整） 中止 

定期病状調査報告処理 通年  

結核年報管理、エラー修正・確定 １２月～３月  

厚生労働省監査 （３年毎） 書面実施 

そ
の
他
感
染
症 

性
感
染
症
対
策
事
業 

発生届処理 通年  

勧告対応（就業制限、消毒） 随時  

接触者健診、健康観察 随時  

ＨＩＶ・性感染症検査事務 通年（原則第２・第４木曜） 中止 

啓発（講習会等含む） 適宜 中止 

訓練 年１回 中止 

区内医療機関ネットワーク会議 年２回 小康期にWEB開催 

感染症発生動向調査（週報、毎週木曜） 通年  

集団発生報告 通年  

調査回答 随時  

 

Ⅱ 平時からの保健所体制整備 
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カ 業務効率化の取り組み 

 

ＩＣＴ技術やデジタルツール等の新たな技術の普及に伴い、業務の効率化

や省力化が見込めるものについては導入を検討し、恒常的に業務効率化に取

り組む。 

また、新たなツールの活用に際しては、情報システム委員会の承認や足立

区個人情報保護評価委員会での意見聴取が必要となる場合があるため、条件

に留意するとともに、手順を把握しておく。 

感染症は、区民の生命に関わる緊急的な対応が必要となることが考えられ

るため、個人情報保護法の例外規定の適用等も含め、平時から関係部署と協

議を行う。 

（参考）【新型コロナウイルス感染症の対応におけるＩＣＴの活用】 

１ 

件名 Microsoft Access データベース 

概要 Microsoft Accessによりデータベースを構築し、患者管理及びデータの処理に活用 

導入経緯 

流行初期はMicrosoft Excelにて患者情報を管理していたが、5,000人を超えたあたりから下記

の問題が顕著となったため。 

① 複数職員の同時編集によるバッティングやエラーによるロックでの編集制限等の不具合。 

② 患者増加に伴うデータ量増による処理速度鈍化及びデータ破損の発生等により代替手段構

築が必要となった。 

効果 

① 複数人での閲覧・編集の操作性向上（Excel比）。 

② 新規患者データのインポートによる入力作業削減。 

③ 条件設定により特定の患者情報の抽出・リスト化及びエクスポート。 

④ Googleフォームにて収集した初期調査データのインポート及び整形による対応分類化。 

課題 

① 患者数増加に伴いデータ破損が頻発しメンテナンスの度に業務の停止を余儀なくされた。 

② メンテナンスが知識のある職員（他課所属であり、偶然兼務発令された個人的にＩＴに詳

しい職員）に属人化。不具合がある度にメンテナンスを依頼し、対応を待つ必要が生じた。 

２ 

件名 kintone データベース 

概要 
クラウドサービス「kintone」で足立区版患者情報管理システムを構築し、Microsoft Access

から移行（緊急時態のため、区の情報セキュリティ対策基準の例外措置として承認）。 

導入経緯 

下記の理由により、患者情報管理手段の改善が必要となったため。 

① Microsoft Accessにデータ破損が頻発し、患者情報管理の代替手段確保の必要があった。 

② コロナ対応の長期化及び患者データのさらなる増加が見込まれたため、患者情報管理の安

定化や入力作業の簡素化が必要となった。 

効果 

① 複数人での閲覧・編集速度の向上及び検索性の向上。 

② データ破損防止。 

③ 特定の条件を指定して抽出した情報によるリスト作成。 

課題 
導入の構想開始から稼働開始までに半年以上を要した。 

※ 他自治体での導入実績がベースにあったが、カスタマイズに時間を要した。 

Ⅱ 平時からの保健所体制整備 
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３ 

件名 タブレット端末レンタル 

概要 
個人情報保護のため、適切な設定を行ったiPadを40台レンタルし、文書ＰＣ以外からでも患者

情報を閲覧・編集できる体制を確保。 

導入経緯 
新型コロナウイルス感染症対応従事者の増加による執務室のスペースや文書ＰＣの不足に伴

い、場所を選ばずにkintoneを使用できるようにする必要が生じたため。 

効果 
発熱電話相談センターや応援職員等が、文書ＰＣの配置がない場所でも健康観察等の業務を行 

うことができるようになった。 

課題 ２年縛りの契約が条件であったため、任意のタイミングでの解約や台数調整ができない。 

４ 

件名 Googleフォームを活用した初動調査 

概要 

重症化リスクが低いと考えられる患者に対し、療養方針判断のための質問事項を設定した

GoogleフォームのＵＲＬをＳＭＳで送信（当初は携帯電話から１件毎、後にシステム「絶対リ

ーチ！」を導入）し、回答をデータ集計した。 

導入経緯 感染者数の大幅な増加に伴い、電話での初動調査が遅延するようになったため。 

効果 

① 発生届受理後、大幅に遅延することなく初動調査を開始することを可能とした。 

 ※ 発生届の提出されたタイミングにより、当日でなく翌日となることはある。 

② 初動調査結果を集計したデータをデータベースにインポートできるようになり、個々の手

入力を大幅に削減した。 

課題 
当時のＩＣＴ戦略推進課長のスキルに全面的に依存した運用であり、再現性はない。再現する

には同様のスキルを持つ人物の協力を得るか職員のスキルアップが必要。あるいは委託検討。 

５ 

件名 ＳＭＳ一斉送信システムによるGoogleフォーム送信 

概要 
上記Googleフォームの送信を一括で行うことにより、初動調査の省力化を実現。 

使用したサービス：AICROSS社「絶対リーチ！」１日に最大1,000件の送信を想定。 

導入経緯 
感染者数の大幅な増加に伴い、携帯電話からのGoogleフォームＵＲＬ送信に時間を要するよう

になったため。 

効果 携帯電話端末にて１件毎に送信していたＳＭＳ送信作業の効率化。 

課題 携帯キャリアに通信障害が発生した際に使用不能となった。 

６ 

件名 勧告書・公費負担決定通知書発行事務（通称：公費リスト） 

概要 患者管理データベースの情報を別途Excelシートに転記し、差し込み印刷により書類を作成。 

導入経緯 患者数増加に伴い、個別の勧告書発行作業が困難となったため。 

効果 大量の書類の一括印刷が可能となり、省力化を実現した。 

課題 
① Excelのスキルがある職員がいなければ内製不可。 

② データベースから都度情報を転記する作業が必要。 

 

 

 

 

Ⅱ 平時からの保健所体制整備 
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キ 受援体制 

 

受援体制の構築に当たっては、衛生部（保健所）内部の体制で対応可能か、

外部から支援を受け入れるべきかの見極めが最も困難であり、その判断が遅

れがちである。このため、あらかじめ区予防計画において基準を設定し、有

事の体制構築に備えるとともに、以下の対応を準備する。当面、新型コロナ

ウイルス感染症対策で用いたマニュアル等（P.63参照）を、新興感染症の発

生時に性状を見極めて速やかに適応させ活用する。 

 

（ア）応援者の受入れを想定した準備 

 

オリエンテーションで説明する事項（勤務場所・体制、個人情報の取扱

い、心構え、引継ぎ事項等）及び従事する可能性が高い業務（積極的疫学

調査等）に関するマニュアルを管理する。新型コロナウイルス感染症対応

において、庁内の応援職員のみならず、協定を締結した大学の学生・教員

の支援を受けた経験も踏まえ、外部人材でも容易に業務習得できるよう留

意する。 

   

（イ）施設 

 

新興感染症発生時における増員時には執務スペース、文書ＰＣ、ネットワ

ーク回線、電話回線、電話機、事務用品等の資源が必要となる。新興感染症

発生時には、足立保健所及びすこやか プラザあだちを含め、執務スペースの

確保を行う。なお、すこやかプラザ あだちは有事の際に第２の保健所として

の活用を想定しており、電話回線も２３回線使用可能である。 

また、新型コロナウイルス感染症対応において資源を確保した経緯や手法

についての資料（P.63を参照）を管理し、有事の際に他のスペース確保が必

要となった際参考として活用する。 

  

（ウ）マネジメントを意識した支援の枠組み作り 

 

区予防計画では、新興感染症発生時には感染症対策調整担当を配置し、庁

内調整にあたることとしている。受援時には受入れ側の体制はひっ迫してお

り、本来、即時対応が可能な支援が最も効果的であるが、それが難しい場合

であっても、衛生管理課と連携するなどして受援側にリーダー役を確保する

ことや、スキルの習熟を意識した応援期間の設定（４週間単位）など、組織

マネジメントを意識した支援の枠組みづくりを検討する。新型コロナウイル

ス感染症対応においては、流行の波が発生した際、新型コロナウイルス対策

Ⅱ 平時からの保健所体制整備 



- 15 - 

 

本部を通じて全庁的な応援を要請し、衛生部衛生管理課を通じた総務部、危

機管理部との調整により、応援体制を構築した。 

 

（２）職員の安全管理・健康管理 

 

ア 安全管理 

 

（ア）平時から保健所への来所者に対しては基本的な感染対策の周知を実施する  

とともに、施設の清掃と消毒等の感染予防対策を徹底する。 

  

（イ）ＰＰＥ2は適正に着用しないと十分な効果が得られないため、年１回以上Ｐ

ＰＥの着脱訓練を行い、有事の際に正しく着用できるようにする。 

  

（ウ）職場での感染症のまん延を避けるため、基本的な感染症対策を奨励すると 

ともに、人事課と連携し、感染症の疑い症状がある場合には、出勤を控える

よう周知する。 

 

イ 健康管理 

 

  （ア）メンタルヘルス対策は、人事課が職員支援プログラム（ＥＡＰ）の一環と

して設けている相談窓口の周知、超過勤務時間が月80時間以上の職員に対し

ての産業医面接等により行う。 

 

  （イ）保健所が24時間365日の対応を求められることがあり、休暇の確保や交代

勤務等の体制構築が重要である。特に感染症に係る緊急通報対応を筆頭に管

理職に負荷がかかることが想定されるため、年末年始やゴールデンウイーク

の緊急通報の受電担当調整を通じ、長期間にわたる緊急通報受電の負担は広

く分かち合うものであるとの意識を定着させる。 

 

   （ウ）保健所職員の労働に係る監督機関は労働基準監督署であり、毎年３６協定

を締結し届出を行うとともに、職員の労働時間等に例外規定の適用が必要と

なる場合は適正な届出を行う。改善指導があった場合は、その解消のための

業務の見直し等を行い、保健所のみでは解消が困難な状況があれば、職員の

定数について衛生部衛生管理課を通じて政策経営課及び人事課と対応を協

議し、適切に対応する。 

 

                                                   
2 個人用防護具(Personal Protective Equipment)の略称。マスク、ガウン、ゴーグ 

ル等が含まれる。 

Ⅱ 平時からの保健所体制整備 
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（３）物資の確保 

  

保健所の保有する感染症対策用物資についてリスト化し、数量・保管場所・

使用期限等について管理を行う。また、確保すべき物資について検討し、予算

確保や調達を計画的に進める（具体的な内容は【Ⅳ 資料編】P.64に記載）。 

 

２ 業務体制の強化 

 

  感染症健康危機の発生に備え、平時の業務体制の強化・底上げを行う。 

 

（１）相談 

 

最新の知見に基づき、感染症に係る相談への対応を行う。新任者や、緊急時の

応援職員、派遣職員等へも円滑に相談対応を引き継げるよう、マニュアルの整備・

更新を常に実施し、保健所内での共有を図る。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                

（２）地域の医療・検査体制整備 

 

区と医師会で定期開催される協議の場を活用し、最新の医学的知見や区内にお

ける感染症の発生状況等の情報共有を行う。病原体の調査が必要な事例が発生し

た場合においては、医療機関の協力を得て検体を確保し、東京都健康安全研究セ

ンターへの搬入による詳細な検査、分析を行う。 

また、地域の医療機関の感染症対応能力の向上を目指し、感染管理認定看護師

（以下、ＩＣＮ）の配置を推進するとともに、区内医療機関間のネットワーク構

築を図る。 

 

（３）積極的疫学調査 

 

患者等への調査にＩＣＴの活用を推進し効率化を図るとともに、外部研修の受

講等により職員のレベルアップを図る。 

また、検体の確保及び搬送についてマニュアルを共有しておく（P.63 №03）。 

 

（４）健康観察・生活支援 

 

ＩＣＴの活用や訪問看護ステーション、ケアマネージャー等との利用者におけ

る健康状態を含めた情報共有により支援ネットワークの強化を図る。 
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（５）移送 

 

平時からコンスタントに発生する結核患者のみならず、他の感染症の移送も可

能な事業者を確保し、恒常的に契約を行う。移送が必要な患者が発生した際に確

実に移送できるよう、速やかに配車が可能な体制を有する事業者を複数確保する

ことを原則とする。 

 

（６）入院・入所調整 

 

新型コロナウイルス感染症流行時の対応を参考に、感染症健康危機発生時の勧

告等の手続きについて効率的な実施方法を検討する。また、都が医療措置協定3を

締結した医療機関の把握及び同医療機関との連携の強化を図る。 

   

（７）関係機関等との連携 

 

国外、及び国内における感染症発生動向等について区と医師会で定期開催され

る協議の場において情報共有を図る。 

また、区内医療機関の医療従事者を対象とした実務者連絡会やコホート検討会

の開催によって知見の共有や担当者間の顔の見える関係の構築を図る。 

さらに、足立区医師会及び区内医療機関等と合同で感染症流行を想定した訓練

を実施し、感染症発生時の行動の迅速化やスムーズな連携につなげる。 

上記の内容については、毎年度期初に検討し、実施時期や内容の素案を作成の

うえ、速やかに関係各所と協議を開始する。 

 

 

 

  

                                                   

3  令和４年１２月に感染症法が改正され、感染症発生・まん延時に、迅速かつ的確 

に医療提供体制を確保するため、平時から、都道府県と医療機関とでその機能・役 

割を確認した上で、医療提供の分担・確保に係る協定を締結することが法定化され 

た（令和６年４月施行）。この協定のことを「医療措置協定」という。 

 

  医療措置協定締結医療機関は都のホームページにおいて公表 

  「医療措置協定について」 

  https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/kansen/i_kyotei.html 
 

Ⅱ 平時からの保健所体制整備 
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（８）情報管理・リスクコミュニケーション 

 

あだち広報、ホームページ等により区民に対し、感染症に係る情報発信を行い、

区民の感染症対策意識向上のための啓発活動を実施する。具体的には、結核予防

週間、世界結核デー、ＨＩＶ検査普及週間等の広域的なイベントに合わせた啓発

活動を実施するとともに、その他感染症の流行状況に応じ、予防啓発等の情報発

信を行う。 

また、感染症発生時の周知広報に係る考え方について、報道広報課と協議を行

い共有する。 

 

（９）衛生試験所の検査体制の整備 

 

新興再興感染症発生時に、当区の衛生試験所の設備や機器において可能な遺伝

子検査ができるよう下記を実施する（当区のバイオセーフティーレベルＰ２4で可

能なものに限る）。 

 

ア 機器は平時から計画的に更新し、定期的なメンテナンスを行い良好な機器の

状態の維持に努める。 

 

イ 試薬等については、使用期限の確認及び在庫管理を徹底しながら備蓄を行い、

実践的な訓練で使用するなどローリングストックを実行する。 

 

ウ 国や東京都と情報共有し、国立感染症研究所や地方衛生研究所等の感染症検

査に関わる最新の検査情報の収集に努める。 

 

エ 東京都健康安全研究センターなどの各種技術研修や国立感染症研究所が行っ

ている訓練（新興再興感染症に対する検査対応初動訓練）に職員を計画的に参

加させ、感染症に関する知識や手技を習得し技術の向上に努める。 

 

オ 上記ウとエにより、現状の設備で対応可能なウイルスや細菌検査の流行に備

えたマニュアルを職員が作成しいつでも対応できるようにする。 

                                                   
4 Ｐ２とは、病原体を扱う常圧の仕切られた鍵のかかる密閉された部屋のことである。当区の

検査室には、安全キャビネットやオートクレーブを備え、実験中は関係者以外立ち入り禁止と

している。  

 

Ⅱ 平時からの保健所体制整備 
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Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策【発生時行動計画】 

 

１ 感染状況の想定 

 

本章における新興感染症については、区感染症予防計画同様に、「感染症法で規

定する新型インフルエンザ等感染症、指定感染症及び新感染症」と定義する。 

今後発生する新興感染症の性状、感染力などを事前に想定することは困難である

ため、本マニュアルでは、新型コロナウイルス感染症への対応の経験を踏まえ、新

興感染症発生時の想定を行う。 

 

新興感染症発生時の感染状況の想定について、区予防計画と整合を図り以下のと

おりとする。 
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２ 組織体制 

【新興感染症発生時の体制構築】の概要 

 フェーズ０ 

（発生の公表前） 

フェーズ１ 

（発生の公表１カ月目途） 

フェーズ２ 

（発生の公表１～３カ月） 

フェーズ３ 

（発生の公表６カ月以内） 
小康期 

P.22 

（１） 

ア 管理責任者等の明確化、指揮命令系統の明確

化・可視化 

 ※ P.8に図を記載 

イ 事前に想定していた役割分担等について再周

知 

 ※ P.31-32新興感染症発生時の業務量想定 

ウ 感染症対策調整担当の設置を要請、執務スペ

ース等の準備を開始 

エ 医療機関や区民からの各種問い合わせに対応

できる体制の構築 

オ 区内発生時の初動体制構築、有事体制の人員

の参集及び必要な物資等の調達等の準備を開始 

カ 医療機関や消防機関等の連絡先リストの確

認、連絡方法等について整理 

ア 平時から有事への切り替え 

（ア）第一報の発生、報告 

（イ）区長をトップとした区対策本部の決定を受け、速やかに部内、所内の体制を変更 

（ウ）感染症対策調整担当により、人員の参集調整、物資の調達等を開始 

（エ）業務効率化のため、都による一元化との調整、外部委託等を開始 

イ 業務量が増加する場合には感染症対策課及び衛生部のＢＣＰを発動（感染拡大状況

を想定し、柔軟に適用） 

ウ 区対策本部の設置と同時に衛生部対策本部設置 

（ア）国・都からの情報を速やかに周知するとともに、感染症及び発生状況に関する情

報を緊密に庁内共有 

（イ）組織体制、意思決定方法、情報共有方法等について確認・共有 

エ 予備費の投入や補正予算計上を想定し、財政課と協議 

オ 患者数や各業務対応実績、経費等を日常的に集計・解析する体制を構築 

カ 現状分析、庁内及び医師会等関係団体との情報共有、対応策の検討及び評価 

ア 業務の必要性及びフローの見直

しを引き続き行うとともに、外部

委託等を推進 

イ 区内の状況に応じた対策につい

て関係各所と協議 

ア 必要な予算を確保し、

体制の見直しや拡張を継

続 

 

ア 対応業務を

段階的に縮小 

イ ＢＣＰの発

動終了を目途

に、停止・縮

小していた業

務を再開 

 

部
内
・
所
内
体
制 

P.25 

（２） 

ア 区対策本部が設置され次第、必要な人員体制

を提示し、庁内からの応援職員の選定を依頼 

 ※ 危機管理部の主導により速やかに対策本部

が設置されることを想定 

イ 事務用品確保の準備を開始 

ウ 業務マニュアルやオリエンテーション資料の

準備 

ア 相談の増加や積極的疫学調査の増加への対応に向けた衛生部内応援保健師の配置調

整 

ア 全庁応援や人材派遣職員の導

入。準備が整い次第受け入れ、研

修を実施 

ア 必要な人員体制の整備

の完了 

イ 研修資料の更新や応援

者間の引き継ぎ 

ア 応援体制の

段階的縮小 

イ 次の感染の

波が来ること

を想定した準

備 

ウ 研修資料や 

 マニュアルの

更新 

受
援
体
制 

P.27 

（３） 
ア ＰＰＥの正しい着用方法を確認するなど、患

者等対応業務における感染予防策を再確認 

イ 夜間や休日の対応体制について、負担の集中

回避のための体制構築を検討 

ア 勤務体系の変更 

（ア）職員の感染と拡大防止のため、通勤手段や勤務体制（時差・遠隔）の変更について

検討 

（イ）業務の整理、業務過多防止のための業務再配分の検討 

ア 職員の超過勤務や休日・夜間勤

務の状況の把握 

イ 緊急措置として労働基準法の例

外規定の適用が必要な場合は、労

働基準監督署への届出 

ア 継続的に職員の勤務状

況を確認 

ア 職員の身体

的・精神的状

況に配慮し、

休暇の取得等

を推奨 

職
員
の
安
全
・ 

健
康
管
理 

P.29 

（４） 
ア 平時より確保しておいた物資（マスクを含むＰＰＥ、消毒液等の感染症対策物資や消耗品）の確認・配分準備及び追加調整 ア 在庫の最新状況把握 

イ 新たに調達した物資数量、保管

場所、使用期限、使用実績等の情

報を管理 

ア 在庫の把握と必要に応

じた追加物資確保 

ア 在庫の確認

及び物資確保

の継続 
物
資
の
確
保 
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（１）部内・所内体制 

 【部内・所内体制】フェーズ０（発生の公表前） 

【
行
動
１
】
体
制
の
確
認 

ア 管理責任者等の明確化、指揮命令系統の明確化・可視化 

イ 業務の事前想定について再周知 

 

＜ポイント＞ 

 健康危機対応における管理責任者、指揮命令系統の明確化・可視化ととも

に、事前に想定した業務内容（P.29-30新興感染症発生時の業務量想定）を再

周知する。 

【
行
動
２
】
組
織
の
強
化 

ウ 感染症対策調整担当の設置を要請、執務スペース等の準備を開始 

エ 医療機関や区民からの問い合わせに対応できる体制の構築 

オ 区内発生時の初動体制構築。有事体制の人員の参集及び必要な物資の調        

 達等の準備を開始 

 

＜ポイント＞ 

 区予防計画にて、新興感染症発生時に「感染症対策調整担当」を設置し、庁

内調整や契約等の内部事務を専管することを定めており、設置の要請や執務

開始に係る準備を開始する。 

 また、相談対応や初動調査に必要とする人員や物資が急速に必要となる事

態が想定されるため、人の手配、対応マニュアル配布へ向けた準備、物資の確

認や追加調達が必要なもののピックアップ等の準備を開始する。 

【
行
動
３
】 

カ 医療機関や消防機関等の連絡先リストの確認、連絡方法等について整理 

 

＜ポイント＞ 

新興感染症発生時には、休日・夜間にも関係機関と連絡をとる必要が生じ

ることが想定されるとともに、保健所や関係機関には、区民等からの電話が

殺到し架電、受電の両面において必要時に即時につながらない事態も懸念さ

れる。 

足立保健所では、医療機関や関係機関との連絡専用の電話番号や、休日・

夜間用の電話番号を設定のうえ必要な関係機関に周知するとともに、関係機

関の電話番号等を収集してリスト化し、連絡方法を明確化する。 

関
係
機
関
と
の 

連
携
体
制
の
確
認 
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部
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所
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体
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 【部内・所内体制】フェーズ１（発生の公表１カ月目途） 

【
行
動
１
】
体
制
の
切
り
替
え 

ア 平時から有事への切り替え 

（ア）第一報の発生、報告 

（イ）区長をトップとした区対策本部の決定を受け、速やかに部内、所内の

体制を変更 

（ウ）感染症対策調整担当により、人員の参集調整、物資の調達等を開始 

（エ）業務効率化のため、都による一元化との調整、外部委託等を開始 

イ 業務量が増加する場合には感染症対策課及び衛生部のＢＣＰを発動（感

染拡大状況を想定し、柔軟に運用） 

＜ポイント＞ 

区内での発生第一報を受けた場合はただちに感染症対策課長及び保健所長

へ報告し、衛生部長を通じて速やかに区長へ非常体制への移行についての判

断を仰ぐ。体制の切り替えの判断が下った際は、速やかに部内、所内の体制

を変更し、感染症対策調整担当による人員の参集調整、物資の調達等を開始

するとともに、都による一元化との調整、外部委託等についても、準備が整

い次第進めていく。 

   また、感染症対応に注力する場合において、比較的優先順位が低い業務を

中止し、リソースを集める必要があるため、状況を注視しながら検討を進め

る。 

【
行
動
２
】
組
織
の
強
化 

ウ 区対策本部の立ち上げと同時に衛生部対策本部設置 

（ア）国・都からの情報を速やかに周知するとともに、感染症及び発生状況

に関する情報を緊密に庁内共有 

（イ）組織体制、意思決定方法、情報共有方法等について確認・共有 

エ 予備費の投入や補正予算計上を想定し、財政課と協議 

＜ポイント＞ 

   新興感染症発生時には、全庁を挙げて対応にあたる必要があるが、とりわ

け衛生部内の連携は重要である。本庁の対策本部やその他庁内との連携、情

報共有、方針決定及び円滑な業務遂行のため、衛生部対策本部を設置する。

衛生部長の判断のもと、スピード感のある臨機応変な対応を行うため、緊密

な情報共有を行う。 

また、衛生管理課予算担当と連携し、感染症対応に必要な予算確保に係る

財政課との協議を進める。 

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 

部
内
・
所
内
体
制 
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 【部内・所内体制】フェーズ１（発生の公表１カ月目途） 

【
行
動
３
】
情
報
の
集
計
及
び
解
析 

オ 患者数や各業務対応実績、経費等を日常的に集計・解析する体制を構築 

カ 現状分析、庁内及び医師会等関係団体との情報共有、対応策の検討及び

評価 

＜ポイント＞ 

患者数や各業務対応実績、経費等を日常的に集計する管理シート（excelを

想定）を作成のうえデータ保管場所を周知し、各業務担当の入力により容易に

確認できるようにする。 

新型コロナ対応においては、庁内や関係団体への情報共有、予算要求、補

助金の実績報告等に際し、対応実績等の情報集約作業に苦心した経験から、初

期対応の段階から情報の散逸や必要な情報の集計漏れを未然に防止すること

が肝要である。 

 

 【部内・所内体制】フェーズ２（発生の公表１～３カ月） 

行
動
内
容 

ア 業務の必要性及びフローの見直しを引き続き行うとともに、外部委託等

を推進 

イ 区内の状況に応じた対策について関係各所と協議 

＜ポイント＞ 

外部委託の推進により、業務を行いながら保健所の対応余力を確保する。ま

た、都の一元化対応の状況を注視しつつ、区内の状況に応じた区が行うべき業

務について実施を検討する。 

 
 【部内・所内体制】フェーズ３（発生の公表６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア 必要な予算を確保し、体制の見直しや拡張を継続 

＜ポイント＞ 

引き続き、体制の整備を行う。 

 

 【部内・所内体制】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア 対応業務を段階的に縮小 

イ ＢＣＰの発動終了を目途に、停止・縮小していた業務を再開 

＜ポイント＞ 

感染状況の鎮静化に応じて段階的に非常対応業務を縮小し、停止・縮小して

いた平時の業務を再開する。 

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 

部
内
・
所
内
体
制 
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（２）受援体制 

 【受援体制】フェーズ０（発生の公表前） 

行
動
内
容 

ア 区対策本部が設置され次第、必要な人員体制を提示し、庁内からの応援

職員の選定を依頼 

 ※ 危機管理部の主導により速やかに対策本部が設置されることを想定 

イ 事務用品確保の準備を開始 

ウ 業務マニュアルやオリエンテーション資料の準備 

＜ポイント＞ 

感染拡大時においては、保健所の職員だけでは十分な感染症対応を行うこ

とが困難な事態が生じることが想定され、全庁からの応援受入へ向けて準備

を進める必要がある。他部からの応援職員の選定を依頼し、新たに従事する職

員のための執務スペース、文書ＰＣ、電話機その他事務用品等の確保、応援者

向けのマニュアルやオリエンテーション資料の整備を行う。状況に応じた区

が行うべき業務について実施を検討する。 

 

 【受援体制】フェーズ１（発生の公表１カ月目途） 

行
動
内
容 

ア 相談の増加や積極的疫学調査の増加への対応に向けた衛生部内応援保健

師の配置調整  

＜ポイント＞ 

全庁的な応援職員派遣や、派遣職員の導入等の外部人材の受け入れには、

一定の時間を要することから、当面の間は衛生部内への応援要請により対応

することを想定する。とりわけ、感染症に対する知識を有する保健師は貴重

な戦力であり、相談、積極的疫学調査、入院調整等の業務に対して、必要な

人数を状況に応じて臨機応変に配置する。 

 

 【受援体制】フェーズ２（発生の公表１～３カ月） 

行
動
内
容 

ア 全庁応援や人材派遣職員の導入。準備が整い次第受け入れ、研修を実施  

＜ポイント＞ 

大規模な感染拡大時には、保健師等の専門知識と経験を有する職員のみで

十分な対応を行うことは困難になることが想定される。全庁的な応援職員派

遣や、人材派遣職員の導入等によりマンパワーを補う必要がある。その際、

早期の業務理解や現状把握のための研修を実施する。 

  

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 

受
援
体
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 【受援体制】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア 応援体制の段階的縮小 

イ 次の感染の波が来ることを想定した準備 

ウ 研修資料やマニュアルの更新 

＜ポイント＞ 

感染状況の鎮静化に伴い業務量が減少した際には、応援体制を段階的に縮

小する。受援に係る体制を振り返って課題等を整理し、再度流行が発生し応

援が必要となった際の体制について検討を行う。また、流行期の経験を基に

研修資料やマニュアルの内容を更新する。 

  

 【受援体制】フェーズ３（発生の公表６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア 必要な人員体制の整備の完了 

イ 研修資料の更新や応援者間の引き継ぎ 

＜ポイント＞ 

必要な人員体制の整備完了後は、安定的な業務体制の維持を図る。応援者

は一定の期間毎に交代することが想定されるため、新たに派遣される応援者

への円滑な引き継ぎ実施を推進するとともに、状況の変化や対応事例の掲載

等随時マニュアル更新を行う。 

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 

受
援
体
制 
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（３）職員の安全・健康管理 

 【職員の安全・健康管理】フェーズ０（発生の公表前） 

行
動
内
容 

ア ＰＰＥの正しい着用方法を確認するなど、患者等対応業務における感染

予防策を再確認 

イ 夜間や休日の対応について、負担の集中回避のための体制構築を検討 

＜ポイント＞ 

  患者対応を行う際の感染予防について課内で再確認し、物品の在庫、使用

方法について全員が適切に把握することにより感染の防止を図る。 

また、閉庁時間に医療機関や消防機関等から保健所へ連絡を取りたい場合、

事前に登録を行った電話番号宛に「東京都保健医療情報センター（ひまわり）」

を経由して電話がある。感染症流行時においては、休日・夜間を問わず頻繁な

電話連絡が想定され、受電対応を行う職員の負担は極めて大きい。対応方法の

マニュアル化や受電当番の分散等、特定の職員への負担集中を避ける体制を

構築する。 

 

 【職員の安全・健康管理】フェーズ１（発生の公表１カ月目途） 

行
動
内
容 

ア 勤務体系の変更 

（ア）通勤手段や勤務体制（時差・遠隔）の変更について検討 

（イ）業務再配分の検討 

＜ポイント＞ 

時差出勤やテレワーク等の服務取り扱いについて確認し、組織における活

用推進について検討する。 

また、流行状況の変化により、業務量に変動が生じることが想定されるた

め、各人の業務の状況や超過勤務状況について把握し、必要に応じて業務の

再配分を検討する。 

 

  

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 

職
員
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安
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理 
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 【職員の安全・健康管理】フェーズ２（発生の公表１～３カ月） 

行
動
内
容 

ア 職員の超過勤務や休日・夜間勤務の状況の把握 

イ 緊急措置として労働基準法の例外規定の適用が必要な場合は、労働基準

監督署への届出 

＜ポイント＞ 

職員の超過勤務や休日・夜間勤務の状況を把握し、基準を上回る勤務を行っ

た職員に対し、産業医面接の勧奨を実施する。産業医からの意見を踏まえ、業

務量の調整等、当該職員の負担軽減策を検討する。 

また、感染症流行時においては、災害等に準ずる事情として３６協定を上

回る超過勤務命令が可能であるが、労働基準監督署に届出が必要であり、新

型コロナ対応においては、届出漏れによる是正勧告を受けた。必要やむを得

ない場合における例外措置の適用に際しては、適正な手続きを実施する。 

 【職員の安全・健康管理】フェーズ３（発生の公表６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア 継続的に職員の勤務状況を確認 

＜ポイント＞ 

継続的に職員の超過勤務や夜間休日勤務の状況を確認し、過重労働防止の

ため、業務負担の平準化をはじめとした業務負担軽減策を検討し、実施する。 

 【職員の安全・健康管理】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア 職員の身体的・精神的状況に配慮し、休暇の取得等を推奨  

＜ポイント＞ 

小康期においては、休暇の取得等の推奨を行い、業務から離れリフレッシ

ュすることを奨励する。 

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 

職
員
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（４）物資の確保 

 【物資の確保】フェーズ０～１（発生の公表前～公表１カ月目途） 

行
動
内
容 

ア 平時より確保しておいた物資（マスクを含むＰＰＥ、消毒液等の感染症

対策物資や消耗品）の確認・配分準備及び追加調整 

＜ポイント＞ 

予め作成しておいたリストにより物資を確認し、配分や追加調達について 

検討する。 

 

 

 

  

 【物資の確保】フェーズ２（発生の公表１～３カ月） 

行
動
内
容 

ア 在庫の最新状況把握 

イ 新たに調達した物資数量、保管場所、使用期限、使用実績等の情報を管

理  

＜ポイント＞ 

物資の使用状況や在庫はリストを常に更新し、直近の正確な状況を確認で

きるよう取り扱う。 

 【物資の確保】フェーズ３（発生の公表６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア 在庫の把握と必要に応じた追加物資確保 

＜ポイント＞ 

引き続き、適正な物資管理と必要時の追加調達を行う。 
 【物資の確保】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア 在庫の確認及び物資確保の継続 

＜ポイント＞ 

引き続き、適正な物資管理と必要時の追加調達を行う。 

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 

物
資
の
確
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３ 実施体制 

【概要】 

（１）相談 

 

 

（２）検査・発熱外来 

  

 フェーズ０ 

（発生の公表前） 

フェーズ１ 

（発生の公表１カ月目途） 

フェーズ２ 

（発生の公表１～３カ月） 

フェーズ３ 

（発生の公表６カ月以内） 
小康期 

P.37 

人
員
確
保 

ア 部内保健師の応援体制の確保 ア 相談対応を行う人材派遣職員・会計年度任用職員の確保 ア 相談件数に応じて更なる増員検討 

（派遣職員増員・会計年度任用職員

雇用検討等） 

ア 派遣職員の人数

調整検討 

P.38 

体
制
整
備 

ア 対応マニュアルの確認・必要な修正 

イ 相談件数及び相談内容の記録方法の確立 

ウ ＦＡＱ公表等の情報発信による相談件数の

抑制 

ア コールセンターの設置、周知 

イ 対応マニュアルの共有及び更新 

ウ 当該感染症に係る情報発信の強化 

ア コールセンター機能分離及び新規

相談窓口の開設検討 

イ マニュアルの見直し 

ア 相談機能の統合

や縮小の検討 

イ マニュアルの更

新 

P.40 

執
務
環
境 

ア 相談専用の電話番号の確保 

イ 座席及び電話機、付帯機能や物品（録音・

電話管理システム・ヘッドセットなど）の確

保 

ア 十分な電話回線数の確保 

イ 従事者増に伴う机、ロッカー等什器類の確保検討 

ア 更なる増員が必要な場合の執務環

境の確保 

ア 不要となったレ  

 ンタル品の返却 

イ 回線数の縮小検   

 討 

 フェーズ０ 

（発生の公表前） 

フェーズ１ 

（発生の公表１カ月目途） 

フェーズ２ 

（発生の公表１～３カ月） 

フェーズ３ 

（発生の公表６カ月以内） 
小康期 

P.42 

保
健
所
検
査 

ア 検査に係る情報の収集・整理 

イ 衛生試験所での検査（実施可能性の調査検

討） 

ウ 検体回収・搬送体制の確認 

ア 医療機関の採取した検体の回収 

イ 衛生試験所での検査（可能な場合） 

ウ 東京都健康安全研究センターへの検体搬入 

ア （状況により）

地域の医療機関で

の検査への移行 

P.43 

医
師
会
協
働 

ア 当該感染症に係る情報の共有 

イ 区内の検査や発熱外来の準備に係る状況把

握及び医療提供体制強化に係る協議 

ア ＰＣＲ検査センターに関する協議、設置 

イ 医療機関の多くが休診となる土日祝日の検査体制の確保検討 

ア ＰＣＲ検査センターの体制拡充検

討 

イ 土日祝日の検査体制の拡充検討 

ア 状況によりＰＣ

Ｒ検査センターの

縮小 

P.44 

発
熱
外
来 

ア 発生届の提出基準や当該感染症に係る情報

の提供 

イ 医療措置協定締結医療機関等の確認 

ア 医療措置協定締結医療機関等の把握、公表 

イ 対応可能医療機関の支援 

ア 医療措置協定締

結医療機関の状況

把握の継続 

総論的な部分については 

２ 組織体制「P.25（２）受援体制」に記載 
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 （３）積極的疫学調査 

 
（４）健康観察・生活支援 

 フェーズ０ 

（発生の公表前） 

フェーズ１ 

（発生の公表１カ月目途） 

フェーズ２ 

（発生の公表１～３カ月） 

フェーズ３ 

（発生の公表６カ月以内） 
小康期 

P.46 

人
員
確
保 

ア 部内保健師の応援体制の確保 ア 区予防計画に基づく職員増員手配 ア 対応件数の把握及び更なる増員検

討 

ア 応援体制の縮小

ないし終了 

P.47 

体
制
整
備 

ア 対応マニュアルの確認 

イ 接触者調査、施設調査等の情報共有用リス

ト等書式準備 

ア 施設（高齢者施設、障がい者施設、学校、保育

施設等）を所管する庁内他課と連携したクラスタ

ー調査実施 

イ 東京都実地疫学調査チーム等の外部機関と連携

した調査実施 

ウ 土日祝日の対応検討 

ア 国、都の方針確認（接触者調査の重点化や終了を想定） 

イ 施設調査体制の強化及び施設からの入院依頼への対応フローの再確認 

ア マニュアルや対

応フローの整理 

P.49 

執
務
環
境 

ア 座席及び電話機の確保 

イ 文書端末等事務用品の確保 

ア 調査中のタブレット活用 

イ 執務スペース、物資確保の拡充 

ア 業務体制の段階

的な縮小 

 

 フェーズ０ 

（発生の公表前） 

フェーズ１ 

（発生の公表１カ月目途） 

フェーズ２ 

（発生の公表１～３カ月） 

フェーズ３ 

（発生の公表６カ月以内） 
小康期 

P.50 

人
員
確
保 

ア 部内保健師の応援体制の確保 ア 区予防計画に基づく職員増員手配 ア 対応件数の注視及び更なる増員検

討 

ア 応援体制の縮小

ないし終了 

P.51 

体
制
整
備 

ア マニュアルの確認・整備 

イ 都と区の役割分担の確認 

ア 区として実施する自宅療養者支援の実施方法（マニュアル）の整備 

イ 区として実施する場合の関係機関との調整、契約 

ア 医師会、薬剤師会、訪問看護ステ

ーション等と連携した自宅療養者へ

の医療提供の推進 

ア マニュアルや対

応フローの見直し 

P.52 

ツ
ー
ル
・
物
資
確
保 

ア 暫定の患者データベースの整備 ア 患者データベースのシステム化推進（同時アクセスの安定性、特定の条件の患者のリスト出力等機能検討） 

イ 初動調査省力化、システム化推進（保健所からの初回連絡一斉発信、回答データの集約・リスト化） 

ア 保存年限までの

適切な患者情報管

理 

P.53 

執
務
環
境 

ア 座席及び電話機の確保 

イ 文書端末等事務用品の確保 

ア 増員した従事者の使用する執務スペースや事務用品の確保 

イ 携帯電話（購入あるいはレンタル）を含めた通信手段の確保 

 

ア 業務体制の段階

的な縮小 

 

総論的な部分については 

２ 組織体制「P.25（２）受援体制」に記載 

総論的な部分については 

２ 組織体制「P.25（２）受援体制」に記載 
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（５）移送 

 

 

（６）入院・入所調整 

 

  

 フェーズ０ 

（発生の公表前） 

フェーズ１ 

（発生の公表１カ月目途） 

フェーズ２ 

（発生の公表１～３カ月） 

フェーズ３ 

（発生の公表６カ月以内） 
小康期 

P.54 

車
両
確
保 

ア 複数業者との契約による移送の即時依頼体

制の確保 

ア 新たに契約締結可能な民間救急事業者の調査及び契約 ア タクシー会社等、民間救急事業者

以外も含めた幅広い移送手段の追加

検討及び契約 

ア 必要に応じた移

送を継続 

 

P.55 

体
制
整
備 

ア 移送依頼マニュアル、記録表準備 

イ 保健所が移送を実施する条件の確認、整理

及び課内共有 

ア 医療機関に応じた移送方法の把握、共有 

イ 移送履歴の記録 

ウ 消防機関の役割の確認 

ア 必要に応じた移

送を継続 

イ マニュアルの整

備 

 フェーズ０ 

（発生の公表前） 

フェーズ１ 

（発生の公表１カ月目途） 

フェーズ２ 

（発生の公表１～３カ月） 

フェーズ３ 

（発生の公表６カ月以内） 
小康期 

P.56 

人
員
確
保 

ア 部内保健師の応援体制の確保 ア 区予防計画に基づく職員の増員手配 

イ 区が実施する場合の実施方法（マニュアル）の作成 

ア 対応件数の把握及び更なる増員検

討 

ア 応援体制の縮小

ないし終了 

P.57 

体
制
整
備 

ア 対応マニュアルの確認 

イ 都との役割分担の確認 

ウ 情報共有システムの検討 

ア 当該感染症に係る勧告等の手続の確認 

イ 都における入院調整及び宿泊施設入所調整手順の確認 

ウ 医療費公費負担事務の省力化、システム化 

ア 入院調整対象の優先順位の整理及

び共有 

ア マニュアルや対

応フローの整理 

総論的な部分については 

２ 組織体制「P.25（２）受援体制」に記載 
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（７）関係機関等との連携 

 

 

（８）情報管理・リスクコミュニケーション 

  

 フェーズ０ 

（発生の公表前） 

フェーズ１ 

（発生の公表１カ月目途） 

フェーズ２ 

（発生の公表１～３カ月） 

フェーズ３ 

（発生の公表６カ月以内） 
小康期 

P.59 

体
制
整
備 

ア 東京都感染症対策連携協議会等における平時

からの協議内容をふまえ、以下の事項等を再確

認 

（ア）都と区の役割分担 

（イ）医療機関等と保健所の役割分担 

（ウ）保健所と衛生試験所との検査・サーベイラ

ンスに係る連携体制 

イ 医師会等関係団体との情報共有方法の確認 

ア 必要時、都に対して広域的な対策に係る総合調整を要請 

イ 医師会や医療機関等との情報共有及び対策の協議 

 

ア 感染症対応のノ

ウハウや課題の共

有 

 

 フェーズ０ 

（発生の公表前） 

フェーズ１ 

（発生の公表１カ月目途） 

フェーズ２ 

（発生の公表１～３カ月） 

フェーズ３ 

（発生の公表６カ月以内） 
小康期 

P.60 

体
制
整
備 

ア 保健所内の連絡体制の明確化 

イ 以下の例示等、感染症に関する情報発信 

（ア）基本的な感染予防策（マスク・手洗い等） 

（イ）感染症の特徴 

（ウ）海外での発生状況（発生国・地域、発生者

数、発生日時、健康被害の内容、拡大状況、

対応状況等） 

（エ）自治体の相談窓口 

（オ）食料品や生活必需品（マスクや手指消毒薬

等も含む）等の備蓄 

ア 事務連絡等の確実な収受供覧及び秩序だった保存 

イ 情報発信の継続及びブラッシュアップ 

ウ 区のルールに則った報道機関対応 

 

 

ア 対応記録の整理 

イ 次の流行に備え

た情報発信や注意

喚起 
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（１）相談 

 【相談員の確保】フェーズ０（発生の公表前） 

行
動
内
容 

ア 部内保健師の応援体制の確保 

＜ポイント＞ 

  新興感染症発生の報道があった際には、不安等による相談が多く寄せられ

ることが想定される。外部人材の活用体制が整うまでの間、暫定的に部内保

健師の応援により対応することとし、応援体制を確保する。 

 

 【相談員の確保】フェーズ１～２（発生の公表から３カ月） 

行
動
内
容 

ア 相談対応を行う人材派遣職員・会計年度任用職員の確保 

＜ポイント＞ 

  相談対応については、人材派遣職員や会計年度任用職員により対応を行う

こととし、予算確保と契約、あるいは採用活動を行う。対応に際してはマニ

ュアルと研修により早期に対応方法の習熟を図り、必要に応じて常勤職員へ

エスカレーションするよう指導する。 

 

 【相談員の確保】フェーズ３（発生の公表後６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア 相談件数に応じて更なる増員検討 

（派遣職員増員・会計年度任用職員雇用検討等）  

＜ポイント＞ 

感染拡大時においては、相談件数が著しく増加し、相談の電話がつながり

にくくなることが想定される。回線数の増加を検討するとともに、対応する

人員の確保を行う。なお、感染状況が鎮静化した際には、急激に相談件数が

減少し、業務が縮小することが考えられる。そのため、契約や雇用に際して

は、業務内容や規模、期間等を予めよく検討する必要がある。 

 

 【相談員の確保】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア 派遣職員の人数調整検討 

 ＜詳細＞ 

相談件数の状況に応じて、対応人員数の縮小を検討する。相談業務の人員

に著しい余剰がある場合には、契約上可能な範囲内で他の業務への配置転換

を検討する。 

 

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 

相
談 
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 【相談体制の整備】フェーズ０（発生の公表前） 

【
行
動
１
】
初
期
準
備 

ア 対応マニュアルの確認・必要な修正 

イ 相談件数及び相談内容の記録方法の確立 

＜ポイント＞ 

相談対応のマニュアルを、当該感染症の相談対応に資するものか点検し、

必要な修正を行う。 

  また、状況の把握及び関係各所への報告のため、相談内容や相談件数を集

計するシートを作成し、毎日記録する運用へ向け準備する。 

【
行
動
２
】
情
報
発
信 

ウ ＦＡＱ公表等の情報発信による相談件数の抑制 

＜ポイント＞ 

  足立区ホームページにて最新の情報を公開し、情報収集手段としてインタ

ーネットを活用する人が容易に情報にアクセスできるようにする。また、本

ＦＡＱは本庁のコールセンターにおいても活用されるため、本庁からの電話

転送の減少効果も見込まれる。 

 

 【相談体制の整備】フェーズ１～２（発生の公表から３カ月） 

【
行
動
１
】
体
制
整
備 

ア コールセンターの設置、周知 

イ 対応マニュアルの共有及び更新 

＜ポイント＞ 

当該感染症の相談に特化したコールセンターを設置し、相談先として区民 

周知する。また、都がコールセンターを設置した場合には、あわせて周知す 

る。 

【
行
動
２
】
情
報
発
信 

ウ 当該感染症に係る情報発信の強化  

＜ポイント＞ 

  報道広報課と協議を行い、区ホームページへの特設ページの掲載や、あだ

ち広報への記事掲載、その他効果的な感染症情報の周知手段について検討す

る。 

 

  

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 

相
談 
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 【相談体制の整備】フェーズ３（発生の公表後６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア コールセンター機能分離及び新規相談窓口の開設検討 

イ マニュアルの見直し  

＜ポイント＞ 

新型コロナウイルス感染症対応においては、「足立区発熱電話相談センタ

ー」へ電話が集中し、極めてつながりにくい状況が生じた。その解消のため、

ＰＣＲ検査に関する相談に特化した「足立区ＰＣＲ検査予約専用ダイヤル」を

設置し、受電の分散を行った。これにならい、当初開設したコールセンターへ

電話がつながりにくい場合には、機能を分離し新たなコールセンターの開設

を検討する。 

また、状況の変化に応じてマニュアルを更新していく。 

 

 【相談体制の整備】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア 相談機能の統合や縮小の検討 

イ マニュアルの更新 

＜ポイント＞ 

相談件数の減少に応じ、コールセンターの体制を縮小する。余剰人員が生

じる場合においては、契約上可能な範囲で他の業務へ振り分ける等の対応を

行う。また、次の流行期の発生に備え、対応の経験を踏まえたマニュアルの

更新を行う。 

 

  

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 

相
談 
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 【設備と執務環境】フェーズ０（発生の公表前） 

行
動
内
容 

ア 相談専用の電話番号の確保 

イ 座席及び電話機、付帯機能や物品（録音・電話管理システム、ヘッドセ

ット等）の確保 

＜ポイント＞ 

コールセンターの開設を想定し、電話相談専用の電話番号を確保する。 

ま また、電話回線が確保可能かつ従事者を収容可能な場所を選定し、電話機

やその他事務用品を確保する。とりわけ、適正なコールセンターの運営及び

従事者保護の観点から録音や受電状況を記録するシステムは重要である。 

 

 【設備と執務環境】フェーズ１～２ 流行初期（発生の公表から３カ月） 

行
動
内
容 

ア 十分な電話回線数の確保 

イ 従事者増に伴う机、ロッカー等什器類の確保検討 

＜ポイント＞ 

  受電状況を注視し、つながりにくくならないよう十分な回線数を確保する

とともに、従事者増に伴い必要となる什器類の確保の検討を進める。必要に

応じ、コールセンターの機能の分離（相談機能と検査予約機能の分離等）を

検討する。 

 

 【設備と執務環境】フェーズ３ 流行初期以降（発生の公表後６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア 更なる増員が必要な場合の執務環境の確保  

＜ポイント＞ 

従事者の増員がある場合は、それに伴い什器や事務用品を確保する。 

 

 【設備と執務環境】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア 不要となったレンタル品の返却 

イ 回線数の縮小検討 

＜ポイント＞ 

相談件数の減少に応じて執務環境を縮小する。 

 

 

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 

相
談 
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（参考）【新型コロナウイルス感染症対応における区の相談体制】 

 

 

 

  

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 

出典：足立区感染症予防計画 

相
談 

 

※足立区 PCR 予約専用ダイヤルは本庁舎１２階会議室に設置 
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（２）検査・発熱外来 

 【保健所検査】フェーズ０（発生の公表前） 

行
動
内
容 

ア 検査に係る情報の収集・整理 

イ 衛生試験所での検査（実施可能性の調査検討） 

ウ 検体回収・搬送体制の確認  

＜ポイント＞ 

  国立感染症研究所や東京都健康安全研究センター等から情報を収集し、整

理する。足立保健所の衛生試験所にて検査が可能か調査検討する。また、検

体回収や搬送体制の確認を行う。 

 

 【保健所検査】フェーズ１～３（発生の公表後６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア 医療機関の採取した検体の回収 

イ 衛生試験所で検査可能であれば検査の実施、及び実施体制の確保 

ウ 東京都健康安全研究センターへの検体搬入  

＜ポイント＞ 

医療機関からの検体回収について手順を確認し、回収に係る調整方法等に

ついて周知する。衛生試験所の設備等で実施可能な検査方法が確立された後

は、対応可能職員を配置し、試薬、検査技術など検査体制を整え、検査を行う。

衛生試験所での検査が不可の場合や、解析が必要な場合等は東京都健康安全

研究センターへの検体搬入が想定される※ため、依頼方法について確認と共有

を行う。 

※ 新型コロナウイルス感染症対応時の検体の搬入については、衛生部内の

職員の応援で対応。応援が必要な場合は衛生管理課へ相談する。 

 

 【保健所検査】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア （状況により）地域の医療機関での検査への移行 

イ 衛生試験所においては、マニュアルやフローの見直しを含めた準備体制

を整え、次の感染症の流行に備える。 

＜ポイント＞ 

検査方法が普及し、地域の医療機関で検査が実施可能となった場合におい

ては、診断のための検査は医療機関に委ね、検査受診について区民への情報

発信を行う。 

 

 

  

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 

検
査
・
発
熱
外
来 
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 【医師会協働】フェーズ０（発生の公表前） 

行
動
内
容 

ア 当該感染症に係る情報の共有 

イ 区内の検査や発熱外来の準備に係る状況把握及び医療提供体制強化に係

る協議  

＜ポイント＞ 

  当該感染症について、医師会と緊密な情報共有を図る。また、保健所の電

話が相談等の電話殺到によりつながりにくくなることが想定されるため、区

医師会や医療機関からの受電を目的とした電話番号を確保し、周知する。 

  また、区内の医療機関の状況把握や医療提供体制の強化について、協議を

重ねていく。 
 

 【医師会協働】フェーズ１～２（発生の公表から３カ月） 

行
動
内
容 

ア ＰＣＲ検査センター協議、設置 

イ 医療機関の多くが休診となる土日祝日の検査体制の確保検討 

＜ポイント＞ 

医療機関の多くが休診となる休日の検査需要への対応のため、区医師会と

の協働によるＰＣＲ検査センターの設置について協議を行う。また、休日応

急診療所における検査実施もあわせて協議する。とりわけ、すこやかプラザ

あだち内の江北休日応急診療所は、感染症患者への対応を想定し、動線分離

や感染症診療室の設置等ハード面を充実させているため、積極的な活用を検

討する。 
 

 【医師会協働】フェーズ３（発生の公表後６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア ＰＣＲ検査センターの体制拡充検討 

イ 土日祝日の検査体制の拡充検討 

＜ポイント＞ 

区医師会との協働事業における検査実績や検査に係る相談件数等を注視

し、都のＰＣＲ検査センター設置の動向も確認しながら、必要に応じて体制の

拡充について協議を行う。 
 

 【医師会協働】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア 状況によりＰＣＲ検査センターを縮小  

＜ポイント＞ 

ＰＣＲ検査センターの検査実施状況を把握し、件数が減少する場合におい

ては体制の縮小を行う。 

検
査
・
発
熱
外
来 
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 【発熱外来】フェーズ０（発生の公表前） 

行
動
内
容 

ア 発生届の提出基準や当該感染症に係る情報の提供 

イ 医療措置協定締結医療機関等の確認 

＜ポイント＞ 

区内医療機関宛に当該感染症に係る発生届の提出基準等の情報を周知し、

必要に応じて保健所への相談を呼びかける。 

ま また、都と医療措置協定を締結している区内医療機関について確認する。 

 

 【発熱外来】フェーズ１～３（発生の公表後６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア 医療措置協定締結医療機関等の把握、公表 

イ 対応可能医療機関の支援  

＜ポイント＞ 

当該感染症に係る診療や検査を行うことができる医療機関を把握し、取り

扱いを確認のうえ公表を行う。また、医療提供体制の確保のため、対応可能

医療機関が診療を継続するための支援を検討する。 

 

 【発熱外来】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア 医療措置協定締結医療機関の状況把握の継続  

＜ポイント＞ 

  医療措置協定締結医療機関について情報収集を継続し、情報の公表や支援

等について適切に行う。 

 

 

  

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 
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（参考）【新型コロナウイルス感染症対応における区と医師会の協働事業】 

 

 

  

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 

出典：足立区感染症予防計画 
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（３）積極的疫学調査 

 【積極的疫学調査】フェーズ０（発生の公表前） 

行
動
内
容 

ア 部内保健師の応援体制の確保  

＜ポイント＞ 

  新興感染症発生初期においては、各発生事例の接触者調査や健康観察要請

等のきめ細かい実施が想定される。部内保健師の応援により対応することと

し、応援体制を確保する。 

 

 【積極的疫学調査】フェーズ１～２（発生の公表から３カ月） 

行
動
内
容 

ア 区予防計画に基づく職員増員手配  

＜ポイント＞ 

区予防計画において、新興感染症発生時の保健所体制の数値目標を定めて

いる（抜粋し本マニュアルP.8に再掲）。本目標に沿って応援職員等の増員手

配を行い、積極的疫学調査業務へも人員を配分する。 

 

 【積極的疫学調査】フェーズ３（発生の公表後６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア 対応件数の把握及び更なる増員検討  

＜ポイント＞ 

積極的疫学調査の対応件数等の業務負荷を注視し、必要に応じて増員を検

討する。 

 
 【積極的疫学調査】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア 応援体制の縮小ないし終了  

＜ポイント＞ 

対応件数の減少に応じ、体制を縮小する。 
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 【調査体制の整備】フェーズ０（発生の公表前） 

行
動
内
容 

ア 対応マニュアルの確認 

イ 接触者調査、施設調査等の情報共有用リスト等書式準備  

＜ポイント＞ 

対応マニュアルを確認し、当該感染症の特徴等に合わせ修正を行う。また、

調査に使用するリストや書式等を準備し、従事者に関わらず統一的かつ容易

な対応が可能となるようにする。 

 

 【調査体制の整備】フェーズ１（発生の公表から１カ月） 

行
動
内
容 

ア 施設（高齢者施設、障がい者施設、学校、保育施設等）を所管する庁内

他課と連携したクラスター調査実施 

イ 東京都実地疫学調査チーム等の外部機関と連携した調査実施 

ウ 土日祝日の対応検討 

＜ポイント＞ 

流行時においては、集団生活等を行う施設においてクラスターが発生する

ことが想定され、区の関係施設においても発生する懸念がある。施設を所管す

る庁内の部署に対し、最新の情報を提供するとともに、クラスター発生時には

連携して調査にあたる。 

また、状況に応じ、東京都実地疫学調査チーム等外部の専門家に介入を要請

し、連携して調査や感染防止指導に取り組む。 

さらに、土日祝日においても積極的疫学調査が必要になる事態を想定し、体

制を検討する。 
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 【調査体制の整備】フェーズ２～３（発生の公表後６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア 国、都の方針確認（接触者調査の重点化や終了を想定） 

イ 施設調査体制の強化及び施設からの入院依頼への対応フローの再確認  

＜ポイント＞ 

感染が大幅に拡大し、個別の事案への対応がまん延防止策としての効力を

発揮しない状況に至った時点において、積極的疫学調査の縮小方針が示され

る可能性がある。国、都の動向を注視し、足並みを合わせる。 

また、流行規模が大きくなった場合においては、施設等で感染リスクの高い

者のクラスター発生の増加が懸念される。そのような状況にあっては、施設か

らの入院調整依頼が著しく増加し、病床の逼迫により速やかな入院が困難と

なることが想定される。入院調整の優先順位の整理や、対応フローの整備等を

行い、統一的な対応を実施する。 

 

 【調査体制の整備】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア マニュアルや対応フローの整理  

＜ポイント＞ 

経験を踏まえてマニュアルや対応フローを改定し、次の流行に備える。 
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 【設備と執務環境】フェーズ０（発生の公表前） 

行
動
内
容 

ア 座席及び電話機の確保 

イ 文書端末等事務用品の確保  

＜ポイント＞ 

従事者数増加を想定し、執務スペースや事務用品の確保へ向けた準備を開

始する。 

 

 【設備と執務環境】フェーズ１～３（発生の公表後６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア タブレットの活用 

イ 執務スペース、物資確保の拡充  

＜ポイント＞ 

感染症対策課においては、令和６年度より積極的疫学調査時の活用を目的

としてタブレットをレンタルしている。翻訳アプリやビデオ通話等、状況に応

じて活用する。 

また、従事者数の増加に応じて執務スペースや事務用品を拡充する。 

 

 【設備と執務環境】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア 業務体制の段階的な縮小 

＜ポイント＞ 

  感染状況の鎮静化に応じて業務体制を縮小する。 
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（４）健康観察・生活支援 

 【健康観察要員の確保】フェーズ０（発生の公表前） 

行
動
内
容 

ア 部内保健師の応援体制の確保  

＜ポイント＞ 

 発生届の受理後に速やかに患者へ連絡するため、部内保健師の応援体制を

確保する。 

 

 【健康観察要員の確保】フェーズ１～２（発生の公表から３カ月） 

行
動
内
容 

ア 区予防計画に基づく職員増員手配  

＜ポイント＞ 

区予防計画において、新興感染症発生時の保健所体制の数値目標を定めて

いる（抜粋し本マニュアルP.8に再掲）。本目標に沿って応援職員等の増員手

配を行い、健康観察業務へも人員を配分する。 

 

 【健康観察要員の確保】フェーズ３（発生の公表後６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア 対応件数の注視及び更なる増員検討  

＜ポイント＞ 

健康観察の対応件数等の業務負荷を注視し、必要に応じて増員を検討する。 

 
 【健康観察要員の確保】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア 応援体制の縮小ないし終了  

＜ポイント＞ 

対応件数の減少に応じ、体制を縮小する。 
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 【健康観察等の体制整備】フェーズ０（発生の公表前） 

行
動
内
容 

ア マニュアルの確認・整備 

イ 都と区の役割分担の確認  

＜ポイント＞ 

対応マニュアルを確認し、当該感染症の特徴等に合わせ修正を行う。また、

調査に使用するリストや書式等を準備し、従事者に関わらず統一的かつ容易

な対応が可能となるようにする。 

自宅療養者への支援について都の動向を確認し、都が一元的に対応を行う

支援については、その内容を周知する。また、区が独自に支援を行う必要性に

ついて検討する。 

 

 【健康観察等の体制整備】フェーズ１～２（発生の公表から３カ月） 

行
動
内
容 

ア 区として実施する自宅療養者支援の実施方法（マニュアル）の整備 

イ 区として実施する場合の関係機関との調整、契約  

＜ポイント＞ 

区として実施する自宅療養者支援の実施方法（マニュアル）を逐次改定し、

従事者に関わらず統一的かつ容易な対応が可能となるようにする。 

区独自での自宅療養者支援を実施すると判断した場合は速やかに予算確保

や調整、契約等の事務処理を実施し、区民や関係機関へ周知する。 

 

 【健康観察等の体制整備】フェーズ３（発生の公表後６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア 区医師会、区薬剤師会、訪問看護ステーション等と連携した自宅療養者

への医療提供の推進  

＜ポイント＞ 

流行が拡大している状況においては、自宅療養者が医療にアクセスするこ

とが困難な状況が懸念される。自宅療養者への医療提供の状況を注視し、関係

団体と連携し医療提供体制の確保に努める。都が一元的に対応を行う場合に

際しては、区内患者への支援について連携して対応する。 

 

 【健康観察等の体制整備】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア マニュアルや対応フローの見直し  

 ＜詳細＞ 

経験を踏まえてマニュアルや対応フローを改定し、次の流行に備える。 

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 
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 【ツールや物資の確保】フェーズ０（発生の公表前） 

行
動
内
容 

ア 暫定の患者データベースの整備  

＜ポイント＞ 

患者発生に備え、情報を管理するデータベースを暫定的に内製する。必要な

記録事項について過不足なく網羅できるよう、内容を検討する。 

※ 新型コロナウイルス感染症流行時においては、初期はExcelを活用。 

 

 【ツールや物資の確保】フェーズ１～３（発生の公表後６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア 患者データベースのシステム化推進（同時アクセスの安定性、特定の条件

の患者のリスト出力等機能検討） 

イ 初動調査省力化、システム化推進（保健所からの初回連絡一斉発信、回答

データの集約・リスト化）  

＜ポイント＞ 

  ＩＣＴ戦略推進担当課と連携し、安定的かつ利便性の高い患者データベー

スの構築へ着手する。多くの従事者からの同時アクセスと編集に耐えられる

こと、また、指定した条件の患者データを抽出できる機能を有することが特に

肝要である。 

 また、感染拡大時においては患者に対し迅速に電話を行うことが困難とな

る可能性があることから、ショートメール等、一斉に情報を伝達する手段を導

入し、初動の迅速化を図る。 

 
 【ツールや物資の確保】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア 保存年限までの適切な患者情報管理  

＜ポイント＞ 

患者情報については、後の問い合わせへの対応や保有個人情報開示請求等

の可能性を考慮し、容易に確認できるように保存する必要があるため、書類の

データベース化等の手段を検討し対応する。 
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 【設備と執務環境】フェーズ０（発生の公表前） 

行
動
内
容 

ア 座席及び電話機の確保 

イ 文書端末等事務用品の確保  

＜ポイント＞ 

従事者数増加を想定し、執務スペースや事務用品の確保へ向けた準備を開

始する。 

 

 【設備と執務環境】フェーズ１～３（発生の公表後６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア 増員した従事者が使用する執務スペースや事務用品の確保 

イ 携帯電話（購入あるいはレンタル）を含めた通信手段の確保  

＜ポイント＞ 

 従事者数の増員に応じ、執務スペースや事務用品の確保を行う。電話回線に

ついては、建物の構造上の制約等から希望の回線数が確保できない可能性も

考えられる。携帯電話の購入あるいはレンタル等の手段を検討し、通信手段を

確保する。 

 

 【設備と執務環境】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア 業務体制の段階的な縮小  

＜ポイント＞ 

対応件数の減少に応じ、体制を縮小する。 
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（５）移送 

 【移送】フェーズ０（発生の公表前） 

行
動
内
容 

ア マニュアルの確認・整備 

イ 都と区の役割分担の確認  

＜ポイント＞ 

対応マニュアルを確認し、当該感染症の特徴等に合わせ修正を行う。また、

従事者に関わらず統一的かつ容易な対応が可能となるように、調査に使用す

るリストや書式等を準備しておく。 

自宅療養者への支援について都の動向を確認し、都が一元的に対応を行う

支援については、その内容を周知する。また、区が独自に支援を行う必要性に

ついて検討する。 

 

 【移送】フェーズ１～２（発生の公表から３カ月） 

行
動
内
容 

ア 新たに契約締結可能な民間救急事業者の調査及び契約  

＜ポイント＞ 

既存の契約事業者において即時移送依頼が困難な状況が生じた場合には、

他の民間救急事業者との追加契約を検討する。依頼先の増加により、可能な限

り速やかに移送可能な体制の確保を図る。 

 

 【移送】フェーズ３（発生の公表後６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア タクシー会社等、民間救急事業者以外も含めた幅広い移送手段の追加検

討及び契約  

＜ポイント＞ 

感染症患者の増加に伴い、民間救急事業者の逼迫による移送困難事例が想

定される状況においては、国や都の通知も踏まえ、患者の状況に応じた移送方

法について検討する。主に軽症でリスクの低い者に対しては、タクシーによる

移送を始めとした幅広い手段を検討し、移送手段を確保する。 

 

 【移送】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア 必要に応じた移送を継続  

＜ポイント＞ 

引き続き、患者発生時の迅速な移送手配を行う。 

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 

移
送 
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 【移送体制の整備】フェーズ０（発生の公表前） 

【
行
動
１
】
事
前
準
備 

ア 移送依頼マニュアル、記録表準備 

＜ポイント＞ 

患者移送にあたり、移送事業者への情報伝達や課内の情報共有用の「移送依

頼メモ」について整理と共有を行う。また、事業統計や補助金の申請のため、

移送完了後に課内共有の移送記録表へ実績を記載する。 

【
行
動
２
】
条
件
把
握
と
共
有 

イ 保健所が移送を実施する条件の確認、整理及び課内共有 

＜ポイント＞ 

感染症流行時においては、移送件数の著しい増加やレアケースの発生によ

り、移送の実施主体について関係機関間の見解が分かれる場合がある。新型コ

ロナウイルス感染症流行時においては、患者の管轄に係る保健所間での見解

の相違や、医療機関と保健所の間で保健所が対応すべき案件か否かでトラブ

ルが生じた。足立保健所として移送を実施すべき条件について、情報を整理

し、職員へ周知を行う。 

 

 【移送体制の整備】フェーズ１～３（発生の公表後６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア 医療機関に応じた移送方法の把握、共有 

イ 移送履歴の記録 

ウ 消防機関の役割の確認  

＜ポイント＞ 

移送の経験の蓄積から、医療機関毎の特徴（移送車の停車場所、事前の連絡

方法、その他の作法等）を記録し共有する。また、消防機関の役割を確認し必

要な連携を行う。 

 

 【移送体制の整備】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア 必要に応じた移送を継続  

＜ポイント＞ 

引き続き、患者発生時の迅速な移送のための体制確保を行う。 

 

 

 

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 

相
談 
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（６）入院・入所調整 

 【対応要員の確保】フェーズ０（発生の公表前） 

行
動
内
容 

ア 部内保健師の応援体制の確保 

＜ポイント＞ 

患者の健康状態に係る情報収集や入院・入所調整のため、部内保健師の応

援体制を確保する。 

 

 【対応要員の確保】フェーズ１～２（発生の公表から３カ月） 

行
動
内
容 

ア 区予防計画に基づく職員の増員手配 

＜ポイント＞ 

区予防計画において、新興感染症発生時の保健所体制の数値目標を定めて

いる（抜粋し本マニュアルP.8に再掲）。本目標に沿って応援職員等の増員手

配を行い、入院・入所調整業務へも人員を配分する。 

 

 【対応要員の確保】フェーズ３（発生の公表後６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア 対応件数の把握及び更なる増員検討  

＜ポイント＞ 

入院・入所調整対応件数を注視し、必要に応じて増員を検討する。 

 
 【対応要員の確保】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア 必要に応じた移送を継続  

＜ポイント＞ 

引き続き、患者発生時の迅速な移送のための体制確保を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 
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 【実施体制の整備】フェーズ０（発生の公表前） 

行
動
内
容 

ア 対応マニュアルの確認 

イ 都との役割分担の確認 

ウ 情報共有システムの検討 

＜ポイント＞ 

入院・入所については、都が入院病床や宿泊施設を確保し調整方法が構築さ

れる見込みである。新型コロナウイルス感染症における入院・入所方法につい

て参考にしつつ、対応方法の再確認を行う。また、新型コロナウイルス感染症

流行時においては、都が専用のシステムを構築し、調整対象者の情報を登録す

る方法が採用された。当時、区において、患者データベースから当該システム

へ情報をインポートするためのファイルを出力する機能を開発した。患者デ

ータベースのシステム化に際し、同様の機能の搭載も想定する。 

 

 【実施体制の整備】フェーズ１～２（発生の公表から３カ月） 

【
行
動
１
】
手
続
き
の
確
認 

ア 当該感染症に係る勧告等の手続の確認 

イ 都における入院調整及び宿泊施設入所調整手順の確認 

＜ポイント＞ 

感染症法に基づく入院勧告は人権を制限する措置であり、書面による通知

等、法に沿った適正な運用が必要である。しかしながら、感染症流行期におい

て多数の勧告対象患者が発生する状況においては、実務上の困難が生じるこ

とから、勧告に係る手続きの柔軟化が示されることが考えられる。実際に新型

コロナウイルス感染症対応においては、入院勧告に係る通知の簡素化が示さ

れた。国の勧告に係る通知や都における入院調整及び宿泊施設入所調整手段

等の情報を収集し、確認と周知を行う。 

【
行
動
２
】
事
務
の
シ
ス
テ
ム
化 

ウ 医療費公費負担事務の省力化、システム化 

＜ポイント＞ 

入院患者の増加に比例し、公費負担番号の発行、通知書の印刷及び発送等の

事務量の増加が懸念される。患者データベースのシステム化と合わせ、入院患

者に係る前述の事務をシステム化する。 

 

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 
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 【実施体制の整備】フェーズ３（発生の公表後６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア 入院調整対象の優先順位の整理及び共有  

＜ポイント＞ 

入院調整対象者の増加に伴い、入院が必要と判断される患者全員が速やか

に入院することが困難な状況が生じることが懸念される。入院調整の優先順

位について整理し、担当者間で共有する。 

 

 【実施体制の整備】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア マニュアルや対応フローの整理 

＜ポイント＞ 

次の感染症流行に備え、経験を踏まえたマニュアルや対応フローを整理す

る。 

  

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 
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（７）関係機関との連携 

 【体制整備】フェーズ０（発生の公表前） 

行
動
内
容 

ア 東京都感染症対策連携協議会等における平時からの協議内容をふまえ、

以下の事項等を再確認 

（ア）都と区の役割分担 

（イ）医療機関等と保健所の役割分担 

（ウ）保健所と衛生試験所との検査・サーベイランスに係る連携体制 

イ 医師会等関係団体との情報共有方法の確認  

＜ポイント＞ 

ア（ア）～（ウ）について、東京都感染症対策連携協議会等における平時か

らの協議内容を整理しておき共有する。また、医師会との情報共有について定

例の会議以外にも随時情報共有が必要になることが見込まれるため、方法に

ついて協議を行う。 

 

 【体制整備】フェーズ１～３（発生の公表後６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア 必要時、都に対して広域的な対策に係る総合調整を要請 

イ 医師会や医療機関等との情報共有及び対策の協議 

＜ポイント＞ 

 広域的に実施することが合理的な施策や各区市が共通のルールに則って行

うべき施策について、必要に応じ都に総合調整を要請する。また、医師会や医

療機関と情報を共有し区内医療提供体制の状況を把握するとともに、区独自

で必要な施策について協議する。 

 
 【体制整備】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア 感染症対応のノウハウや課題の共有 

＜ポイント＞ 

感染症対策において、各関係機関の対応方法等のノウハウや抱えていた課

題について共有する場を設ける。関係機関同士のネットワークづくりと次の

感染症の流行に備えた体制づくり支援を図る。 

 

 

  

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 
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（８）情報管理・リスクコミュニケーション 

 【体制整備】フェーズ０（発生の公表前） 

行
動
内
容 

ア 保健所内の連絡体制の明確化 

イ 以下の例示等、感染症に関する情報発信 

（ア）基本的な感染予防策（マスク・手洗い等） 

（イ）感染症の特徴 

（ウ）海外での発生状況（発生国・地域、発生者数、発生日時、健康被害の 

内容、拡大状況、対応状況等） 

（エ）自治体の相談窓口 

（オ）食料品や生活必需品（マスクや手指消毒薬等も含む）等の備蓄  

＜ポイント＞ 

保健所内の連絡体制について整理し、緊急対応時の連絡先や条件等をあら

かじめ周知する。また、当該感染症について判明している範囲の情報を区ホー

ムページ等で発信し、随時更新を行う。 

 

 【体制整備】フェーズ１～３（発生の公表後６カ月以内） 

行
動
内
容 

ア 事務連絡等の確実な収受供覧及び秩序だった保存 

イ 情報発信の継続及びブラッシュアップ 

ウ 区のルールに則った報道機関対応 

＜ポイント＞ 

  感染症流行時においては、当該感染症に係る事務連絡等が頻繁かつ大量に

発出されることが想定される。収受事務担当者による迅速な課内供覧を行う

とともに特に重要と思われるものについては、別途担当者へ伝達し確認を依

頼する。 

 当該感染症に係る情報発信は随時更新を行うとともに増加が予想される報

道機関からの取材について、区のルールに則り適切に対応する。 

 

 【実施体制の整備】小康期（感染状況の鎮静化以降） 

行
動
内
容 

ア 対応記録の整理 

イ 次の流行に備えた情報発信や注意喚起  

＜ポイント＞ 

対応を行いながら集計していた実績等を整理し、記録としてまとめる。ま

た、情報発信の内容を変更し、次の流行への備えや後遺症に関する内容等にシ

フトする。 

 

Ⅲ 新興感染症発生時の各段階における対策 
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Ⅳ 資料編 

 

 １ 業務資料 

感染症流行時の応援等に限らず、平時から人事異動等により新たな職員が感染

症対策業務に従事する際、スムーズかつ正確に業務を行うための資料を引き継ぐ

ことは極めて重要である。 

しかしながら、職員の業務への取り組み方や情報の保管方法は必ずしも一様で

はなく、ややもすると資料が散逸しがちであり、初任者が資料の捜索や業務処理

方法の確認に苦慮する事態も生じていた。 

このような事態を防止し、円滑な事務の承継を目的に、感染症対策課において

は、共有フォルダの指定箇所にデータを集積し、適宜更新を行い管理する。 

 

（１）業務マニュアル・資料 

以下のようにマニュアルを分類、整理し適宜追加や更新を行う。 

№ カテゴリー マニュアル・資料（適宜更新） 

01 結核 

結核事務担当者マニュアル 

結核定期健康診断（法５３条） 

結核接触者健診 

定期病状調査 

日本語学校健診 

結核指定医療機関申請・確認 

コホート検討会 

感染症の診査に関する協議会 

02 HIV・性感染症 性感染症検査事業 

03 その他感染症 

発生届処理 

検体運搬 

菌株確保・搬送調整 

感染症接触者健診 

就業制限、健康診断勧告、消毒勧告 

定点報告 

04 システム 

新型コロナウイルス感染患者管理システム（kintone） 

疫学調査用タブレット 

感染症サーベイランスシステム 

05 庶務 

国庫補助金等申請事務 

診療報酬公費負担支出事務 

契約事務 

06 ＩＣＮ ＩＣＮ資格取得・定着支援補助事業 

Ⅳ 資料編 
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 （２）新型コロナウイルス感染症対応で使用したマニュアル等（参考） 

新型コロナウイルス感染症対応時に使用したマニュアルを保管し、新興・再

興感染症発生時におけるアレンジしての使用や、参考に閲覧することを想定す

る。 

№ 名称 概要 

1 

発熱電話相談センター対応マニュアル 

（PCR予約専用ダイヤルマニュアル） 

SV、サブ SVマニュアル 

PCR検査予約依頼票入力ツール 

応援職員や人材派遣職員が電話相

談業務に従事する際のマニュアル 

2 

コールセンター業務について 

（オリエンテーション） 

コールセンター派遣導入概要 

コールセンターへ派遣導入にあた

っての概要と派遣職員へのオリエ

ンテーション資料 

3 

保健師新型コロナ患者対応マニュアル 

入院調整チームマニュアル 

ホテル療養マニュアル 

患者の積極的疫学調査、療養場所

の検討等、保健師（応援職員）が患

者管理するためのマニュアル 

4 応援職員初動マニュアル 
生活衛生課及び応援職員が初動対

応する際のマニュアル 

5 患者発生時聴き取り票（初動調査） 

初動調査において統一的に情報を

聴取するための事項を記載した帳

票 

6 
新型コロナウイルス感染症対応におけ

る執務スペース等の確保 

執務スペースの用途、調整経緯等

を記録した資料 

７ 
新型コロナウイルス感染症対応におけ

る応援体制 

新型コロナウイルス感染症に関し

て、感染症対策課以外の職員が対

応した業務の記録 

８ 
新型コロナウイルス感染症対応に係る

協定・その他参考文書等 

新型コロナウイルス感染症対応時

に締結した協定やその他参考とな

りうる文書等 

 

  

Ⅳ 資料編 
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２ 物品備蓄及び管理 

（１）感染症対応用物品 

新興・再興感染症の流行初期には感染症対策に使用される物品の需要の急増に

より、調達が困難となる可能性が高い。 

そのため、保健所が感染症対策に使用する物品について、確保しておく品目と 

数量を定め、平時から計画的に調達と管理を行う。 

 

ア 備蓄における前提条件 

（ア）備蓄物品の使用目的 

新興・再興感染症に感染している疑いのある区民と接する際に着用する等、

健康観察や療養支援の際に使用 

 

（イ）備蓄物品使用期間の想定 

新興・再興感染症発生から 90 日間の期間、備蓄物品による対応を行うこ

とを想定する。それ以降に必要となる物品については、予算確保のうえ購入

を行うか、あるいは、国ないし都からの物資支援等より補充を行う。 

 

（ウ）患者発生件数の想定 

P.20「感染状況の想定フェーズ１」区内感染規模 5～15 人/日の中間値で

ある 10件／日を設定する。 

 

  イ 在庫管理 

 備蓄品はリストにより在庫管理し、調達や使用によって入出庫があった際に

は、確実に記録するとともに、半年間に１度、在庫状況の点検を行う。 

 

ウ 調達方針 

調達については、在庫の数量や耐用年数を勘案し、翌年度の４月１日時点の

在庫数量見込を確認のうえ、購入費用を翌年度の当初予算に計上する。 

 

  エ 耐用年数管理及び廃棄 

 新興・再興感染症の発生がない時期が継続した場合、購入した備蓄物品は使

用されないまま劣化していくことが想定される。在庫状況点検と併せて耐用年

数の確認を行い、耐用年数の近くなったものについて、配布等により廃棄せず

活用できる方法を検討する。 

また、耐用年数が経過した物を全て廃棄するのではなく、研修や訓練等、リ

スクのない場面での活用が考えられるものについては、一定数を備蓄物品とは

分別し保管する。 
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オ 備蓄物品の品目及び数量一覧 

  物品名 単位 
耐用 

年数 

保健所 

備蓄目標 

内訳 

衛生試験所  感染症対策課 

備蓄目標 内訳 備蓄目標 内訳 

患
者
対
応
／
検
査
用 

防護服 着 ３年 2,520 720 8 着/日*90 日＝720 1,800 10 件/日*2 人*90 日＝1,800 

N95 マスク 枚 ５年 2,520 720 8 枚/日*90 日＝720 1,800 10 件/日*2 人*90 日＝1,800 

手袋（インナー用） 双 ３年 2,520 720 8 双/日*90 日＝720 1,800 10 件/日*2 人*90 日＝1,800 

手袋（アウター用） 双 ３年 2,520 720 8 双/日*90 日＝720 1,800 10 件/日*2 人*90 日＝1,800 

シューズカバー 個 ３年 2,520 720 8 枚/日*90 日＝720 1,800 10 件/日*2 人*90 日＝1,800 

ゴーグル 個 ３年 2,520 720 8 個/日*90 日＝720 1,800 10 件/日*2 人*90 日＝1,800 

介
助
者
用 

N95 マスク 枚 ５年 2,520 720 8 枚/日*90 日＝720 1,800 10 件/日*2 人*90 日＝1,800 

ガウン 枚 ３年 2,520 720 8 着/日*90 日＝720 1,800 10 件/日*2 人*90 日＝1,800 

手袋 双 ５年 2,520 720 8 双/日*90 日＝720 1,800 10 件/日*2 人*90 日＝1,800 

そ
の
他 

サージカルマスク 枚 ３年 6,300     6,300 70 人/日*90 日＝6,300 

消毒液 ml ３年 72,000     72,000 2ml*20 回*1,800＝72,000 

パルスオキシメータ 個 
５年 

程度 
1,000     1,000 

（コロナ禍における状況） 

最大貸出数 2,327 個（3 ヶ月） 

同月返却数 1,347 個（3 ヶ月） 

2,327 - 1,347 = 980 ≒ 1,000 
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（２）衛生試験所検査用物品 

   新興・再興感染症の流行初期には、感染症検査に使用する物品の需要が増え、

調達が困難になることが予想される。 

核酸抽出装置は、ウイルスの DNAや RNAを分離・精製するためのウイルス検査

には必須の装置である。感染症流行時には、この装置で使用する器材が必要とな

るため、平時から計画的に確保しておく必要がある。 

感染症流行時には、この装置で使用する器材が必要となるため、平時から計画

的に確保しておく必要がある。 

検査数の目安として、民間などの検査体制が整備されるまでの約２か月程度、

1日 5件の検査を実施した場合の必要量を設定し必要物品を管理する。 

 

用途 器材名 規格 備蓄目標数 

5 件／日の 

場合の 

備蓄日数 

核酸抽出用カラム 

（試薬入り） 
QIAamp Viral RNA Mini Kit(50) キアゲン 52904 50 本／箱 

12 箱（600 本） 

200 検体分 
約 2 ヶ月 

核酸抽出用ローター 

アダプター 
Rotor Adapters キアゲン 990394 240 個／箱 

3 箱（720 個） 

240 検体分 
約 2.5 ヶ月 

核酸抽出用サンプル 

チューブ 
2.0ml サンプルチューブ ザルスタット 72693 50 本／箱 

2 箱（1,000 本） 

250 検体分 
約 2.5 ヶ月 

マイクロピペット用 

チップ 
Filter-Tips,1000μｌ キアゲン 990352 1,024 本／箱 

1 箱（1,024 個） 

256 検体分 
約 2.5 ヶ月 
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足立区新興感染症への事前準備と発生時対応マニュアル 

（地域保健法に基づく健康危機対処計画／感染症・衛生試験所編） 

編  集 足立区 衛生部 足立保健所感染症対策課 

             足立保健所生活衛生課 

最終更新 令和８年４月 



地域保健福祉推進協議会                          

第１回健康あだち２１専門部会情報連絡資料 
 
 

件 名 
 国民健康保険の医療費と特定健診受診者のヘモグロビンＡ１ｃ検

査結果及び令和８年度の取り組みについて 

所管部課  衛生部 データヘルス推進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容 

 足立区国民健康保険における疾病別費用額と令和７年度に実施した特定

健診受診者のヘモグロビンＡ１ｃ検査の結果及び令和８年度の取り組みを

報告する。 

 

１ 令和７年５月疾病別費用額（別紙１） 

ＫＤＢシステム（国保データベースシステム）に登録された診療報酬明

細書を集計し、費用額上位２０位までをリストアップした（歯科除く）。 

 

（１）費用額上位 

１位 腎不全 ２位 その他の悪性新生物＜腫瘍＞ ３位 糖尿病 

 

（２）件数上位 

１位 高血圧性疾患  ２位 糖尿病 

  ３位 その他の眼及び付属器の疾患 

 

２ 令和７年度特定健診受診者のﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝ A1c検査結果（別紙２） 

ヘモグロビンＡ１ｃ検査実施者（n=33,937 人）のうち、ヘモグロビンＡ 

１ｃの値が 6.5％以上の方は、3,464 人で、全体の約 10.2％であった。 

このうち、糖尿病治療中の方は 2,273 人（65.6％）、糖尿病治療は受け

ていないが高血圧・脂質異常症の治療を受けている方は 750 人（21.7％）、

いずれの治療も受けていない方は 441人（12.7％）であった。 

 

＜ヘモグロビンＡ１cの値が 6.5％以上の方の内訳＞ 

 令和７年度 令和６年度 

ヘモグロビンＡ１c の値が 

6.5％以上 

3,464人 

(全体の約 10.2％) 

3,631人 

(全体の約 10.3％) 

 糖尿病治療中 2,273人(65.6％) 2,313人(63.7％) 

糖尿病治療は受けていない

が、高血圧・脂質異常症の治

療を受けている 

750人(21.7％) 865人(23.8％) 

いずれの治療も受けていない 441人(12.7％) 453人(12.5％) 
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３ 令和８年度の取り組みについて 

生活習慣病の発症及び重症化を未然に防止し、区民の健康寿命の延伸を

図るため、「医療機関受診勧奨事業」の対象を拡大する。 

 

＜対象基準＞ 

 令和８年度 令和７年度 

血圧 
収縮期血圧 160mmHg以上 

又は拡張期血圧 100mmHg以上 

収縮期血圧 180mmHg以上 

又は拡張期血圧110mmHg以上 

血糖 
空腹時血糖 126mg/dL以上 

又は HbA1c6.5％以上 

空腹時血糖 130mg/dL以上 

又は HbA1c7.0％以上 

脂質 

中性脂肪 500mg/dL以上（空腹

時、随時問わず）又は LDLコ 

レステロール 180mg/dL以上 

対象外 

腎機能 eGFR45未満又は尿蛋白（＋） eGFR45未満（40～64歳） 
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令和7年５月における疾病中分類別費用額（疾病別費用額計上位２０）

単位：（円）

疾病中分類 費用額 件数 １件あたりの費用額

1 腎不全 315,532,310 946 333,544

2 その他の悪性新生物＜腫瘍＞ 238,841,320 810 294,866

3 糖尿病 200,836,540 6,097 32,940

4 その他の心疾患 172,743,120 2,112 81,791

5 その他の神経系の疾患 152,128,160 3,354 45,357

6 その他の消化器系の疾患 136,378,870 2,537 53,756

7 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害 104,079,630 1,418 73,399

8 その他の眼及び付属器の疾患 98,163,410 5,419 18,115

9 気分（感情）障害（躁うつ病を含む） 92,591,760 2,803 33,033

10 高血圧性疾患 84,562,560 6,731 12,563

11 骨折 84,511,430 606 139,458

12 その他の筋骨格系及び結合組織の疾患 82,894,600 1,374 60,331

13 脊椎障害（脊椎症を含む） 72,479,370 1,383 52,407

14 その他の血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害 72,427,270 104 696,416

15 その他の呼吸器系の疾患 70,760,420 371 190,729

16 乳房の悪性新生物＜腫瘍＞ 69,702,210 471 147,988

17 関節症 69,056,480 2,006 34,425

18 気管、気管支及び肺の悪性新生物＜腫瘍＞ 59,592,790 174 342,487

19
症状、徴候及び異常臨床所見・異常、検査所見で他に分類されな
いもの

57,531,280 1,714 33,566

20 虚血性心疾患 56,784,240 746 76,118

3,753,691,590 85,991 43,652

＊ＫＤＢシステムの「疾病別医療費分析（中分類）」メニューより令和7年７月作成分（５月診療分）を抽出したデータから算出。

＊集計されるレセプトデータは、医科入院、医科外来、調剤であり、歯科レセプトは含まない。

＊費用額とは、診療報酬点数１点を１０円として計算した額であり、保険者負担と被保険者負担の総額を指す。

＊腎不全には、人工透析が必要な腎不全が含まれる。

別紙１
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足立区国民健康保険

令和７年度特定健診受診者におけるヘモグロビンＡ１ｃ（HbA1c）検査結果の状況　（令和８年５月１３日時点）

HbA1c検査実施

33,937 人

３疾患治療中 （糖尿病・高血圧・脂質異常症） ３疾患治療なし

17,731 人 52.2% 16,206 人 47.8%

糖尿病治療中 糖尿病治療なし HbA1c 6.5以上 HbA1c 6.4以下

（高血圧・

 脂質異常症治療中）

3,634 人 20.5% 14,097 人 79.5% 441 人 2.7% 15,765 人 97.3%

特定保健指導レベル 特定保健指導以外

3,667 人 23.3% 12,098 人 76.7%

HbA1c計

HbA1c

～5.5 143 人 3.9% 5,431 人 38.5% 1,628 人 44.4% 7,765 人 64.2% 14,967 人 44.1%

5.6～5.9 340 人 9.4% 5,686 人 40.3% 1,529 人 41.7% 3,744 人 30.9% 11,299 人 33.3%

6.0～6.4 878 人 24.2% 2,230 人 15.8% 510 人 13.9% 589 人 4.9% 4,207 人 12.4%

6.5～6.9 976 人 26.9% 500 人 3.5% 201 人 45.6% 1,677 人 4.9%

7.0～7.9 918 人 25.3% 183 人 1.3% 124 人 28.1% 1,225 人 3.6%

8.0～ 379 人 10.4% 67 人 0.5% 116 人 26.3% 562 人 1.7%

別紙２

※治療中、治療なしの判別は、健診受診時の質問票の「過去3か月間の間に血糖を下げる薬またはインスリン注射を使いましたか」の質問に対し、本人が「はい」
「いいえ」で回答した結果をもとに集計している。
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地域保健福祉推進協議会                          

第１回健康あだち２１専門部会情報連絡資料 
 
 

件 名 
 「フッ化物塗布事業」における２歳６か月児（モデル事業）の追加

について 

所管部課  衛生部データヘルス推進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容 

令和５年度から、健全な６歳臼歯の育成を目的として、６歳(年長児)を

対象に実施している「フッ化物※塗布事業」に、令和８年度からモデル事

業として２歳６か月児を追加し、乳歯のむし歯予防ならびに低年齢からの

歯科医院での定期管理の推進を図る。対象者には、指定歯科医療機関で「フ

ッ化物塗布」が受けられる塗布チケット（無料）を配付する。 

※ フッ化物は、歯質の強化等、特に生えはじめの歯のむし歯予防に効果が

あり、年に数回、歯科医院で塗布することが推奨されている。家庭でフッ

化物配合の歯磨剤を組み合わせて利用すると、さらに効果的である。 

１ 実施状況（R5～R7） 

対象：住民登録のある６歳（年度末年齢） 

年度 対象者数 利用者数 利用率 

R5 4,767名 590名 12.4％ 

R6 4,673名 492名 10.5％ 

R7 4,337名 465名 10.7％ 

・令和８年３月末の累計 

２ 令和８年度 対象者および塗布チケット発送時期 

年齢 対象者 発送時期 

2 歳 6 か月児 
令和 8 年 4 月 2 日以降に

誕生日を迎える子ども 
10月から毎月発送 

6歳児 6歳（年度末年齢） 7月一斉発送 

３ 令和８年度の取り組み 

受診者の受診動機、未受診者の受診しない理由や要望等を把握し、対象

年齢の妥当性を含む事業評価を行うとともに、受診率向上へとつなげるこ

とを目的として、区オンライン申請システムを活用したアンケート調査を

行う。 
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地域保健福祉推進協議会                          

第１回健康あだち２１専門部会報告資料 
 

件 名 第３０回こころの健康フェスティバルの実施結果について 

所管部課 中央本町地域・保健総合支援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 容 

 足立区では平成８年度より区民のこころの健康の保持増進と精神障がい

者の社会参加の促進を図るため「こころの健康フェスティバル」を実施して 

いる。 

１ 実施日時 

  令和８年３月７日（土）午前１０時～午後３時 

２ 主催 

こころの健康フェスティバル実行委員会 足立区 

３ 来場者・WEB動画再生数 

（１）対面開催来場者 約３,０００人 

（２）WEB講演動画放映 １６０回 

４ 主な催物 

（１）ウェルカムコンサート（第十四中学校吹奏楽部） 

（２）開会式 

（３）講演会 

「多文化共生社会に生きる人々のこころ」 

国際医療福祉大学教授 上里 彰仁氏 

（４）民生・児童委員によるバザー 

（５）障がい者団体による模擬店、自主製品販売、相談コーナー、 

ゲームコーナー 

（６）当事者による意見交換会「しゃべり場」 

（７）都立足立高等学校ダンス部による公演 

５ 参加団体 

家族会、就労移行支援事業所、就労継続支援事業所、医療機関、 

グループホーム、地域活動支援センター、足立区社会福祉協議会、 

足立区民生・児童委員協議会、東京人権擁護委員協議会（足立地区人権

擁護委員会）等 ４８団体 

６ 参加者の感想 

（１）第十四中学校の演奏がとても力強く、素晴らしかったです。 

（２）講演会では、スマホを利用して聴講者のアンケートを取りながら進め

る内容で、一体感があって良かったです。 

（３）精神障がい者の自主製品を実際に買うことが出来て有意義でした。 

（４）都立足立高校のダンス部の発表はとても迫力があり圧巻でした。 
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